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大規模災害および気候変動に伴う利水障害に対応した 

環境調和型水道システムの構築に関する研究 

 

総括研究報告書 

 

研究代表者 秋葉 道宏   国立保健医療科学院 統括研究官 

 

研究要旨 

 本研究では「大規模災害や気候変動に伴う利水障害に対応した環境調和型水道システム」

の提案を目指し，流域システムの水管理対策，気候変動に伴う生物障害対策，ならびに水

道システムの環境調和と持続可能性の評価に関連する研究を実施した。 

ピコ植物プランクトン懸濁液およびポリスチレン系粒子懸濁液を用いて凝集剤添加量を

変化させた凝集実験から，凝集剤の適正添加量までは凝集沈殿効果が高まるものの，過剰

な添加は未凝集の粒子数を増加させ，濁度上昇が発生する要因となり得ることが示された。

また，ピコ植物プランクトンのゼータ電位は凝集剤の適正添加によっても凝集の適正範囲

に到達せず，凝集沈殿除去性を低下させていることが明らかになった。 

水資源機構の有するデータ整理の結果，濁水長期化はダム貯水池により大きな差があり，

中には濁水が年間で 251 日間に及んだダム貯水池があることがわかった。水道統計の解析

から，16 年間の経年変化として，原水濁度の最高値が高かった浄水場数の増加傾向は認め

られなかった。また，16 年間で原水濁度の年間最高値が 500 度以上になったのが 1 年のみ

であった浄水場が半数を占めたが，4 年以上年間最高値が 500 度以上になった浄水場が 18

施設あった。平成 29 年 7 月の九州北部豪雨についての調査の結果，筑後川の水位が上昇し，

従来にないほど原水濁度が増加した（最高 7,600 度）こと，また水道事業体では，PAC 注

入率の増量，別水源の活用等により対応し，浄水の濁度の上昇等を回避することができた

ことがわかった。 

16S rRNA 遺伝子アンプリコンシーケンシングを行い，長沢浄水場ろ過水から 18 属が主

要な細菌として検出された。主要な細菌の中で Flavobacterium 属，Sediminibacterium 属，

Limnohabitans 属，Crenothrix 属，Methylocaldum 属は宮ヶ瀬湖において総リード数に占める

割合が 1%を超え，細菌群集における主要な構成細菌と考えられた。浄水場ろ過水における

主要な細菌の実湖沼における分布は，表層に分布するもの，中層・底層に分布するもの，

全層に分布するものと，細菌の種類によって深度方向の分布が異なることが明らかとなっ

た。 

生ぐさ臭の分析において，昨年度までの LC/MS による検討に代えて，におい嗅ぎシステ

ムを装備した GC に高分解能質量分析を接続した GC/MS による検討を実施した結果，生ぐ

さ臭の原因生物であるウログレナが発生した際に採取した水道原水と，ウログレナの培養

液を分析した結果，共通する臭気成分が 3 成分発見された。 

ジェオスミン，2-MIB 産生藍藻類について，NIES 株を用いて各物質の産生状況を測定し

た。その結果，ジェオスミンは藻体内で保持しており，2-MIB は藻体外に局在しているこ

とを示した。また，2-MIB 合成にに関与するメチルトランスフェレース遺伝子（mts 遺伝子）

の発現解析を行った結果，細胞密度が低い増殖初期で mts 遺伝子発現量が最大となり，そ

の後細胞密度が高い増殖後期では発現量が低下する傾向が確認された。さらにジェオスミ
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ン産生・非産生藍藻類を簡易に識別する方法の開発を試みた結果，geoA 遺伝子を標的とし

た whole-cell PCR 法（Cell Direct PCR 法）が開発された。以上から，カビ臭発生予測法とし

てのカビ臭物質産生藍藻類の個体群密度の定量法を開発するとともに，カビ臭発生前後で

の上水処理管理に資するカビ臭の局在を明らかにした。 

2-MIB の粉炭吸着において，超純水中に比べて，水道原水では平衡吸着量が 38～75%に

低下することがわかった。また，分子量 1～3 kDa 程度の，励起 220 nm／蛍光 415 nm 付近に

蛍光ピークを有する有機物が，水道原水中での 2-MIB 平衡吸着に対する競合成分の一つと

推測された。5 種類の粉炭に対する Geosmin と 2-MIB の吸着量を確認したところ，Geosmin

のほうが吸着されやすいことが確認された。さらに，各浄水場と，活性炭の生産拠点を可

視化するデータベースを作成し，これを活用して，各浄水場における薬品調達の脆弱性を

評価する手法を確立した。 

平成 28 年台風 10 号に関して，岩手県下閉伊郡岩泉町の視察により，山間部の小さな河

川の急激な水位変化に伴う水道施設被害の大きさを確認した。また，北海道地域での簡易

水道での被害と降水の関係を，水源流域を含めた形で可視化した。さらに南富良野町幾寅

では，今回被害をもたらした降水が，同観測地点の過去 40 年間に例を見ない豪雨であり，

気候変動によって増加する懸念のある豪雨対策の重要性が伺えた。 

世代シーケンサーを用いたろ過漏出障害原因微生物の給配水系での挙動を追跡し，門レ

ベルの解析では，時期により比率が異なるが，Proteobacteria が高い割合を示した。また，

Cyanobacteria (植物プランクトンの葉緑体を含む) が一定割合検出された。綱レベルの解析

を行ったところ，Alphaproteobacteria 綱(Rhizobiales 目)が優占した。また，特徴的に沈澱池

で割合が増える細菌，ろ過池で割合が増える細菌などを見つけることができた。 

過去 15 年間に発生した世界の大規模災害における感染症の流行を調査した結果，2004

年 12 月のスマトラ島沖地震による津波後には，大規模な流行には至らなかったこと，スリ

ランカでは政府の早期からの塩素消毒飲用水と衛生的な居住環境の供給の徹底が奏功した

ことがわかった。2005 年 8 月のハリケーン・カトリーナ後には，テキサス州ヒューストン

の避難所において感染性胃腸炎の集団発生があり，患者便試料からはノロウイルスが検出

された。2011 年 3 月の東北地方太平洋沖地震後の福島県郡山市の避難所においても，ノロ

ウイルスによる感染性胃腸炎の集団発生が見られた。災害発生後の水系感染による胃腸炎

流行の報告は確認されなかったが，避難所の汚物，汚染物処理の不備や，トイレが衛生的

でなかったことにより，集団発生が起こった可能性が指摘された。途上国においては，津

波や洪水の発生後に創傷感染による破傷風やレプトスピラ症の流行があり，傷口を洗浄し

衛生的に保つための安全な水の供給が不可欠であると考えられた。また，国際的な動向と

して，SDGs のターゲットや気候変動を考慮した WSPs 策定ガイダンスにおいて，災害時に

おける感染症対策に関する言及が見られた。 

 

 

A. 研究目的 

持続可能な水道システム構築において，危機

管理への対応，安全な水の供給，ならびに水

道サービスの持続性が必要とされており，大

規模地震等の広域災害，気候変動による大雨

降水量に伴う原水高濁度化や無降水日の増

加による渇水，また水温上昇に伴う生物障害

への対策は，今後の持続可能な水道システム

構築の要諦である。一方で，水道システムに

おいても気候変動の緩和がより一層求めら

れる状況から，本研究では「大規模災害や気

候変動に伴う利水障害に対応した環境調和

型水道システム」の提案を目指し，研究期間

内に以下の 3 つの検討を実施した。 
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①流域システムの水管理対策に関する研究 

②気候変動に伴う生物障害対策に関する研

究 

③水道システムの環境調和と持続可能性の

評価に関する研究 

 

B. 研究方法 

ピコ植物プランクトン懸濁液およびポリ

スチレン系粒子懸濁液を用いて凝集剤添加

量を変化させた凝集実験を行い，凝集沈殿除

去特性を検討した。 

水害による水道原水の濁度上昇に着目し，

ダム貯水池および水道システムへの影響を

解析し，対応策を検討した。まず，水資源機

構が管理しているダム貯水池の濁水長期化

についてデータを整理した。また，平成 12

年度から平成 27 年度までの水道統計におけ

る全国の浄水場の原水濁度の最高値の傾向

を解析した。さらに，平成 29 年 7 月に発生

した九州北部豪雨について，水道原水の濁度

上昇の状況および水道事業体の対応につい

て調査を行った。 

16S rRNA 遺伝子アンプリコンシーケンシ

ングの結果，長沢浄水場のろ過水で主要であ

った細菌が実際のダム湖においてどのよう

な消長を示しているのか検討を行った。 

生ぐさ臭の分析において，昨年度までの

LC/MS による検討に代えて，におい嗅ぎシ

ステムを装備したGCに高分解能質量分析を

接続した GC/MS による検討を実施した。生

ぐさ臭の原因生物であるウログレナが発生

した際に採取した水道原水と，ウログレナの

培養液を分析した。 

水源におけるカビ臭発生予測手法の構築

を目的とし，個体群数定量に必要なカビ臭物

質合成遺伝子の確認および簡易なカビ臭物

質産生藍藻類の定量方法の開発を実施した。

ジェオスミン産生藍藻類は，ジェオスミン合

成酵素遺伝子 geoA ホモログを用いて，個体

群数を定量できることから，形態観察では判

別が困難なジェオスミン産生・非産生藍藻類

を簡易に識別する方法について，geoA 遺伝

子を用いた手法の開発を試みた。 

異臭味対策として広く使用される粉末活

性炭（粉炭）の吸着特性を解明するため，全

国 21 か所の水道原水中での 2-MIB の粉炭へ

の平衡吸着量を実測しFreundlich式で整理し

た。また，5 種類の粉炭に対する Geosmin と

2-MIB の吸着量を確認した。さらに，各浄水

場の粉炭需要とその生産拠点を可視化する

データベースを作成した。 

平成 28 年台風 10 号に関して，甚大な被害

をうけた岩手県下閉伊郡岩泉町の視察を行

った。また，北海道地域での簡易水道での被

害と降水の関係を，水源流域を含めた形で可

視化した。 

次世代シーケンサーを用いたろ過漏出障

害原因微生物の同定技術を給水栓水に適用

し，ろ過漏出原因微生物の給配水系での挙動

を 1 年間にわたり調査した。 

世界で過去 15 年間に発生した大規模災害

に着目し，被災地における水系感染症及び蚊

媒介感染症の発生状況や飲料水の水質に関

する情報を整理した。 

 

C. 研究結果および D. 考察 

ピコ植物プランクトン懸濁液およびポリ

スチレン系粒子懸濁液を用いて凝集剤添加

量を変化させた凝集実験の結果，凝集剤添加

量と濁度や粒径毎の粒子数の関係から，適正

添加量までは凝集沈殿効果が高まるものの，

過剰な添加は未凝集の粒子数を増加させ，濁

度上昇が発生する要因となり得ることが示

された。また，上澄水に残留する粒子のゼー

タ電位の結果から，ピコ植物プランクトンの

ゼータ電位は凝集剤の適正添加によっても

凝集の適正範囲（-10〜10mV）に到達せず，

凝結反応が進まないことが凝集沈殿除去性

を低下させていることが明らかになった。し

たがって，ろ過漏出障害の回避のためにジャ

ーテストによって詳細に凝集剤最適添加量

を求めて適正添加につとめること，適正添加

量の範囲で凝集沈殿を行い粗大化させたフ

ロックを除去し，あらためて凝集剤を添加し

て成長させたフロックをろ過によって除去

する二段凝集は効果的であること，二段凝集
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において凝集剤の添加量が多い場合はろ過

継続時間が短縮し，アルミニウム漏出の可能

性も高まることから，凝集沈殿におけるジャ

ーテストのような適正添加量を決定できる

簡便な二段凝集テストを開発する必要があ

ること等が対策として重要であると考えら

れた。 

ダム貯水池の濁水長期化データ整理の結

果，ダム貯水池により大きな差があり，中に

は濁水が年間で 251 日間に及んだダム貯水

池があることがわかった。水道統計解析の結

果，16 年間の経年変化として，原水濁度の

最高値が高かった浄水場数の増加傾向は認

められなかった。平成 13 年度は，高濁度と

なった浄水場数が多く，平成 20 年度および

平成 21 年度は少なかった。16 年間で原水濁

度の年間最高値が 500 度以上になったのが 1

年のみであった浄水場が半数を占めたが，4

年以上年間最高値が 500 度以上になった浄

水場が 18 施設あった。18 施設のうち，8 施

設が北海道，5 施設が関東地方の浄水場であ

った。平成 29 年 7 月に発生した九州北部豪

雨についての調査の結果，水道事業体の取水

地点が存在する久留米市の降水量は 100mm/

日程度であったが，上流部では局地的に

500mm/日以上の降水量が観測され，筑後川

の水位が上昇し，従来にないほど原水濁度が

増加した（最高 7,600 度）。水道事業体では，

PAC 注入率の増量，別水源の活用等により対

応し，浄水の濁度の上昇等を回避することが

できた。原水濁度や上流地域の降水量の監視，

近隣水道事業体，関係機関との情報交換，代

替水源の有効性等が確認された。 

長沢浄水場ろ過水から 18 属が主要な細菌

として検出された。主要な細菌の中で

Flavobacterium 属，Sediminibacterium 属，

Limnohabitans 属 ， Crenothrix 属 ，

Methylocaldum 属は宮ヶ瀬湖において総リー

ド数に占める割合が 1%を超え，細菌群集に

おける主要な構成細菌と考えられた。浄水場

ろ過水における主要な細菌の実湖沼におけ

る分布は，表層に分布するもの，中層・底層

に分布するもの，全層に分布するものと，細

菌の種類によって深度方向の分布が異なる

ことが明らかとなった。 

生ぐさ臭の原因生物であるウログレナが

発生した際に採取した水道原水と，ウログレ

ナの培養液を分析した結果，両者は，水源が

異なる浄水場関連施設から採取した試料だ

が，共通する臭気成分が 3 成分発見された。

しかし，本研究で用いたイオン化法では，そ

れらのうちの 2 成分をイオン化できなかっ

た。イオン化できた 1 成分の m/z は 146.962

であった。 

2-MIB 合成には，様々な合成に関与するメ

チルトランスフェレース遺伝子（mts 遺伝子）

が関与するため，発現解析を行った。加えて，

形態観察では判別が困難なジェオスミン産

生・非産生藍藻類を簡易に識別する方法の開

発を試みた。これらの結果，ジェオスミン産

生藍藻類として用いた Dolichospermum 

smithii NIES-824では，ジェオスミン産生後，

細胞内に保持する傾向にあったが，2-MIB 産

生 藍 藻 類 と し て 用 い た Pseudanabaena 

galeata NIES-512 では，ほとんどが細胞外に

局在した。2-MIB 合成に関与する mts 遺伝子

の発現量は，細胞密度が低い増殖初期が最大

となり，細胞密度が高い増殖後期では，低か

った。一方，ジェオスミン産生藍藻類の簡易

識別法として，geoA 遺伝子を標的とした

whole-cell PCR 法（Cell Direct PCR 法）を開

発した。以上から，カビ臭発生予測法として

のカビ臭物質産生藍藻類の個体群密度の定

量法を開発するとともに，カビ臭発生前後で

の上水処理管理に資するカビ臭の局在を明

らかにした。 

水道原水中での 2-MIB の粉炭への平衡吸

着量を実測し Freundlich式で整理したところ，

1 μg/L の 2-MIB 平衡濃度下では，超純水中に

比べて，水道原水では平衡吸着量が 38～75%

に低下することがわかった。また，分子量 1

～3 kDa 程度の，励起 220 nm／蛍光 415 nm の

蛍光ピークを有する有機物が，水道原水中で

の 2-MIB 平衡吸着に対する競合成分の一つ

と推測された。 5 種類の粉炭に対する

Geosmin と 2-MIB の吸着量を確認したとこ
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ろ，Geosmin のほうが吸着されやすいことが

確認された。また，石炭系粉炭では，構造の

違いが吸着質に与える影響の違いの可能性

が示唆された。さらに，各浄水場の粉炭需要

とその生産拠点を可視化するデータベース

を作成し，これを活用して，各浄水場におけ

る薬品調達の脆弱性を評価する手法を確立

した。 

平成 28 年台風 10 号に関して，岩手県下閉

伊郡岩泉町の視察により，取水設備の流出や

浄水設備の水没等，同地の水道設備が依存す

る，山間部の小さな河川の急激な水位変化に

伴う被害の大きさを確認した。また，北海道

地域での簡易水道での被害と降水の関係を，

水源流域を含めた形で可視化することで，水

源流域での降水の様子が明らかとなった。さ

らに，南富良野町幾寅では，今回被害をもた

らした降水が，同観測地点の過去 40 年間に

例を見ない豪雨であり，気候変動によって増

加する懸念のある豪雨対策の重要性が伺え

た。 

次世代シーケンサーを用いた，ろ過漏出原

因微生物の給配水系での挙動の調査の結果，

門レベルの解析では，時期により比率が異な

るが，Proteobacteria が高い割合を示した。ま

た，Cyanobacteria(植物プランクトンの葉緑体

を含む)が一定割合検出された。門レベルの

解析で優占した Proteobacteria 門について綱

レ ベ ル の 解 析 を 行 っ た と こ ろ ，

Alphaproteobacteria 綱(Rhizobiales 目)が優占

した。給水栓水から検出された細菌の水道シ

ステム内の遷移を解析したところ，特徴的に

沈澱池で割合が増える細菌，ろ過池で割合が

増える細菌などを見つけることができた。水

道施設内でそれぞれの細菌が局在し場所に

よって増減していることが示唆された。 

過去 15 年間に発生した世界の大規模災害

調査の結果，2004 年 12 月のスマトラ島沖地

震による津波後には，被災地において下痢症，

コレラ，赤痢，チフス等の発生が見られたが，

大規模な流行には至らなかったこと，スリラ

ンカ政府が水系感染症の流行対策として早

期から塩素消毒された飲用水と衛生的な居

住環境の供給を徹底したため，給水タンクや

井戸の水は微生物学的に概ね良好な水質だ

ったことがわかった。2005 年 8 月に米国ル

イジアナ州を襲ったハリケーン・カトリーナ

後には，テキサス州ヒューストンの避難所に

おいて 1169 人の感染性胃腸炎の集団発生が

あり，患者便試料からはノロウイルスが検出

された。2011 年 3 月の東北地方太平洋沖地

震後の福島県郡山市の避難所においても，ノ

ロウイルスによる感染性胃腸炎の集団発生

が見られた。災害発生後に病原体によって汚

染された水を原因とした感染症流行の報告

は確認されなかったが，避難所において汚物

や汚染物が適切に処理されなかったり，トイ

レが衛生的でなかったために，感染性胃腸炎

の集団発生が起こった可能性が指摘された。

また，途上国においては，津波や洪水の発生

後に創傷感染による破傷風やレプトスピラ

症の流行があり，傷口を洗浄し衛生的に保つ

ためには，衛生的な環境に加えて安全な水の

供給が不可欠であると考えられた。 

 

 

E. 結論 

凝集剤添加量と濁度や粒径毎の粒子数の

関係から，適正添加量までは凝集沈殿効果が

高まるものの過剰な添加は未凝集の粒子数

を増加させ，濁度上昇が発生する要因となり

得ることが示された。また上澄水に残留する

粒子のゼータ電位の結果から，ピコ植物プラ

ンクトンは凝集剤の添加によってもゼータ

電位が適正な凝集範囲に到達しないため，凝

結反応が進まないことが凝集沈殿除去性を

低下させていることが明らかになった。 

水道原水となる河川水の濁度について，最

も情報量が豊富と考えられる水道統計につ

いて可能な解析を行い，高濁度となる原因，

地域差などを一定程度解明することができ

た。また，平成 29 年 7 月に発生した九州北

部豪雨に関して関係水道事業体から情報を

提供してもらい，対応状況等を整理すること

ができ，大規模災害や気候変動に対する水供

給システムの適応性指標や大規模災害や気
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候変動に伴う利水障害に対応した環境調和

型の水供給システムの条件を示すことがで

きた。 

水源におけるろ過漏出障害原因微生物の

季節的な推移，分布を評価する上で次世代シ

ーケンサーによる 16S rRNA 遺伝子アンプリ

コン解析は有用である。浄水場ろ過水におけ

る主要な細菌の実湖沼における分布を調べ

たところ，表層に分布するもの，中層・底層

に分布するもの，全層に分布するものと，細

菌の種類によって深度方向の分布が異なる

ことが明らかとなった。 

生ぐさ臭の原因生物であるウログレナが

発生した際に採取した水道原水と，ウログレ

ナの培養液を分析した結果，共通する臭気成

分が 3 成分発見された。 

NIES 株を用いて藻体内でのジェオスミン，

2-MIB 産生状況を把握した結果，各物質の藻

体内外での局在状況が株ごとに異なること

を示した。 

2-MIB の粉炭吸着において，超純水中に比

べて，水道原水では平衡吸着量が 38～75%

に低下することがわかった。また，分子量 1

～3 kDa 程度の，励起 220 nm／蛍光 415 nm の

蛍光ピークを有する有機物が，水道原水中で

の 2-MIB 平衡吸着に対する競合成分の一つ

と推測された。 5 種類の粉炭に対する

Geosmin と 2-MIB の吸着量を確認したとこ

ろ，Geosmin のほうが吸着されやすいことが

確認された。さらに，各浄水場と，活性炭生

産拠点を可視化するデータベースを作成し，

これを活用して，各浄水場における薬品調達

の脆弱性を評価する手法を確立した。 

平成 28 年台風 10 号に関して，岩手県下閉

伊郡岩泉町の視察により，山間部の小さな河

川の急激な水位変化に伴う被害の大きさを

確認した。また，北海道地域で被害のあった

簡易水道の水源流域における降水の様子が

明らかとなった。さらに，南富良野町幾寅で

は，過去 40 年間に例を見ない豪雨であり，

気候変動によって増加する懸念のある豪雨

対策の重要性が伺えた。 

次世代シーケンサーを用いた，ろ過漏出原

因微生物の給配水系での挙動の調査の結果， 

Proteobacteria が高い割合を示した。また，

Cyanobacteria(植物プランクトンの葉緑体を

含む)が一定割合検出された。Proteobacteria

門について綱レベルの解析を行ったところ，

Alphaproteobacteria 綱(Rhizobiales 目)が優占

した。給水栓水から検出された細菌について，

特徴的に沈澱池で割合が増える細菌，ろ過池

で割合が増える細菌などを見つけることが

できた。 

世界で過去 15 年間に発生した大規模災害

として，スマトラ島沖地震（2004 年 12 月），

ハリケーン・カトリーナ（2005 年 8 月），台

風 Ketsana（2009 年 9 月），東北地方太平洋

沖地震（2011 年 3 月），及びタイ洪水（2011

年 6 月）における水系感染症及び蚊媒介性感

染症の流行状況を調査した結果，スマトラ島

沖地震による津波後にはアチェ州において

マラリアの流行が，ハリケーン・カトリーナ

及び東北地方太平洋沖地震後には避難所に

おいてノロウイルスによる感染性胃腸炎の

流行が確認された。途上国の被災地において

は，下痢症，コレラ，赤痢，チフス等の発生

が見られたが，大規模な流行には至らなかっ

た。一方で，津波や洪水の発生後に創傷感染

による破傷風やレプトスピラ症の流行があ

り，傷口を洗浄し衛生的に保つためには，衛

生的な環境に加えて安全な水の供給が不可

欠であると考えられた。また，国際的な動向

として，SDGs のターゲットや気候変動を考

慮した WSPs 策定ガイダンスにおいて，災害

時における感染症対策に関する言及が見ら

れた。 

 

G. 研究発表 

1) 論文発表 

藤本尚志,山崎雄佑,遠藤沙紀,渡邉英梨香,蒋

紅与,大西章博,藤瀬大輝,三浦尚之,秋葉道

宏．16S rRNA 遺伝子の解析による浄水場

処理工程水のピコシアノバクテリア生物

相の評価，用水と廃水 59(9)，667-674，2017. 

2) 学会発表 

下ヶ橋雅樹，秋葉道宏．水道システムの気候
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変動への適応，第 30 回環境工学連合講演

会，2017 年 5 月，東京，同講演集，51-54. 

Yuta Shinfuku，Hirokazu Takanashi，Tsunenori 

Nakajima，Akira Ohki，Masaki Sagehashi and 

Michihiro Akiba. Exploring a fishy-smelling 

compound in raw waters with high resolution 

mass spectrometry and multivariate analysis, 

26th Symposium on Environmental Chemistry, 

2017 年 6 月, Shizuoka, 同講演集，120. 

Yuta Shinfuku ， Hirokazu TAKANASHI ，

Tsunenori Nakajima，Akira Ohki，Masaki 

Sagehashi and Michihiro Akiba Exploring 

a Fishy-Smelling Substance in Raw Waters 

for Water Supply with High Resolution Mass 

Spectrometry and Multivariate Analysis, 

Water and Environment Technology 

Conference 2017, 2017 年 7 月, Sapporo, 同

講演集，51. 

新福優太，高梨啓和，中島常憲，大木章，下

ヶ橋雅樹，秋葉道宏 高分解能質量分析

計と多変量解析による水道水生ぐさ臭原

因物質の探索 環境科学会 2017 年会, 2017

年 9 月, 東京, 同講演集，2. 

新福優太，高梨啓和，中島常憲，大木章，下

ヶ橋雅樹，秋葉道宏．DNPH 誘導体化にお

ける測定妨害物質の除去を目的とした固

相抽出の適用, 第 20 回日本水環境学会シ

ンポジウム, 2017 年 9 月, 和歌山, 同講演

集，123. 

山内康正，下ヶ橋雅樹，秋葉道宏．水道水源

流域の水収支の数理モデル化と気候変動

影響評価－埼玉県営水道の地球温暖化適

応策の検討－, 平成 29 年度全国会議(水道

研究発表会), 2017 年 10 月, 高松市, 同講

演集，844-845. 

籾山将，下ヶ橋雅樹，秋葉道宏．水文モデル

を用いた相模ダム流域の気候変動影響評

価, 平成 29 年度全国会議(水道研究発表

会), 2017 年 10 月, 高松市, 同講演集，

212-213. 

下ヶ橋雅樹，島昌伸，嶽仁志，小坂浩司，島

﨑大，秋葉道宏, アンケート調査による平

成 28 年熊本地震の応援給水活動の実態把

握と課題の抽出, 平成 29 年度全国会議(水

道研究発表会), 2017 年 10 月, 高松市, 同

講演集，884-885. 

清水和哉，穐山紗耶，月野慎也，Hanchen Miao，

内海真生，秋葉道宏．栄養塩が及ぼす藍藻

類のカビ臭物質産出への影響, 第 54 回日

本水処理生物学会年会, 2017年11月, 吹田

市, 日本水処理生物学会誌別巻 (37), 19. 

館祥之, 多田早奈恵，坂巻隆史，野村宗弘, 西

村修．ピコ植物プランクトンの凝集処理に

おけるフロック径分布, 第 54 回日本水処

理生物学会年会, 2017 年 11 月, 吹田市, 日

本水処理生物学会誌別巻 (37), 62. 

新福優太，高梨啓和，中島常憲，大木章，下

ヶ橋雅樹，秋葉道宏．DNPH 誘導体化アル

デヒドを LC/MS で測定する際の妨害物質

の除去, 第 52 回日本水環境学会年会, 2018

年 3 月, 札幌市, 同講演集，120. 

館祥之, 多田早奈恵，野村宗弘, 坂巻隆史，

西村修．ピコ植物プランクトン凝集処理に

おいて上澄み水に残留する粒子の特性 , 

土木学会東北支部技術研究発表会, 2018年

3 月, 同講演 CD-ROM, VII-63 

下ヶ橋雅樹，三浦尚之，平島邦人，佐野大輔，

西村修，秋葉道宏．平成 28 年台風 10 号に

よる東北・北海道での水道被害と降水特性, 

第 52 回日本水環境学会年会, 2018 年 3 月, 

札幌, 同講演集，474. 

下ヶ橋雅樹，藤井隆夫，高梨啓和，秋葉道宏．

水道におけるカビ臭物質の吸着に与える

活性炭構造の影響, 化学工学会第 83 年会, 

2018 年 3 月, 吹田市, 同講演オンライン要

旨 O220. 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 (予定も含

む。) 

1) 特許取得 
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分担研究報告書 

 
研究課題：ろ過漏出障害を回避するための浄水処理プロセスの開発 

 

  研究代表者 秋葉 道宏   国立保健医療科学院 統括研究官 
  研究分担者 西村 修   東北大学大学院工学研究科 教授 

 

 

研究要旨 
 ろ過漏出は給水の継続にも影響を及ぼす重大な障害であり，ピコ植物プランクトンは主

要な原因生物である．これを改善するために凝集剤を多量に添加するなどの対策が取られ

るが，ピコ植物プランクトンの漏出メカニズムは未解明であり，最適な凝集方法は確立さ

れていない．そこで本研究では，ピコ植物プランクトン懸濁液およびポリスチレン系粒子

懸濁液を用いて凝集剤添加量を変化させた凝集実験を行い、凝集沈殿除去特性を検討した． 
 その結果，凝集剤添加量と濁度や粒径毎の粒子数の関係から，適正添加量までは凝集沈

殿効果が高まるものの，過剰な添加は未凝集の粒子数を増加させ，濁度上昇が発生する要

因となり得ることが示された． 
 また，上澄水に残留する粒子のゼータ電位の結果から，ピコ植物プランクトンのゼータ

電位は凝集剤の適正添加によっても凝集の適正範囲（-10〜10mV）に到達せず，凝結反応

が進まないことが凝集沈殿除去性を低下させていることが明らかになった． 
  したがって，ろ過漏出障害の回避のためにジャーテストによって詳細に凝集剤最適添加

量を求めて適正添加につとめること，適正添加量の範囲で凝集沈殿を行い粗大化させたフ

ロックを除去し，あらためて凝集剤を添加して成長させたフロックをろ過によって除去す

る二段凝集は効果的であること，二段凝集において凝集剤の添加量が多い場合はろ過継続

時間が短縮し，アルミニウム漏出の可能性も高まることから，凝集沈殿におけるジャーテ

ストのような適正添加量を決定できる簡便な二段凝集テストを開発する必要があること等

が対策として重要であると考えられた． 

 
A. 研究目的 

 近年，全国の浄水場や水道事業体において

生物障害の発生が問題となっており，中でも

異臭味障害に次いで発生しているろ過漏出

障害が増加傾向にある１）．ろ過漏出障害は，

主に 0.2～2μm の非常に微小なピコ植物プ

ランクトンによって発生すると言われてお

り２），浄水場では発生時の対応に苦慮してい

る．原水のピコ植物プランクトン細胞数が高

まった際，浄水場では凝集剤の添加量を増加

させる方法や，通常の凝集沈殿処理に加えて

ろ過池直前で再度凝集剤を添加する方法で

ある二段凝集によって対応しているが３、４），

最適な処理条件に関する知見が乏しいこと

や，根本的なろ過漏出発生メカニズムが明確

でないことが課題として挙げられる．また，

凝集剤の適正量を超えた多量添加は，凝集効

果を悪化させるといった研究報告があり５），

ピコ植物プランクトンの凝集処理において

もそのような傾向が認められたことから６），

プロセスの改善が必要であると考えられる． 

そこで，本研究では，ピコ植物プランクト

ンの凝集阻害のメカニズムの解明と凝集処

理プロセスの改善方法を探ることを研究目
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的とし，ピコ植物プランクトン懸濁液を用い

て凝集実験を行った．そして，凝集沈殿後に

上澄水に残留する粒子に着目し，濁度，粒径

毎の粒子数，ゼータ電位を測定し，凝集・沈

殿によって除去されない粒子の特性を解析

した．なお，濁度標準液に用いられるポリス

チレン系粒子懸濁液を用いて同様の実験を

行い，非生物系粒子における凝集沈殿特性と

の比較も行なった． 

 

B. 研究方法 
１）ピコ植物プランクトン懸濁液を用いた凝

集実験 
 本研究で用いたピコ植物プランクトンは，

( 独 ) 国 立 環 境 研 究 所 NIES-1348 の

Synechococcus sp.である．CB 培地にて温度

条 件 20 ± 1 ℃ ， 光 条 件 18 μ mol 
photons/m2/sec，12-h light/12-h dark で培

養を行った．培養した Synechococcus sp.を
一晩曝気した水道水で濁度が 2 度程度にな

るよう希釈し，これを原水として使用した．

ジャーテスターは宮本理研社の WATER 
COHESION REACTION TESTER を使用

した．ジャーテストの攪拌条件は，衛生工学

実験指導書（プロセス編）７）を参考に，急

速攪拌（100 rpm）1 分経過後に凝集剤を添

加し，さらに 5 分間の急速攪拌（100 rpm），

15 分間の緩速攪拌（30 rpm），静置は 30 分

間とした．凝集剤には PAC を用い，添加量

を 0，20，40，60，80，100 (mg/L)とした． 
凝集沈殿後の上澄水における濁度と粒径

毎の粒子数を測定した．濁度の測定は日本電

色工業社の水質濁度・色度計 WA6000 を用

い，10cm 石英セルにて測定した．測定精度

は 0.02 度である．ピコ植物プランクトンは，

特有の波長の紫外レーザーを生物粒子に照

射し，細胞内の自家蛍光物質が発する微弱な

蛍光を検出することで，染色などの前処理な

しでピコプランクトンの数と大きさを測定

できる，リオン株式会社のピコプランクトン

カウンタ XL-10A を用いて測定した．  
また，ゼータ電位に関しては上澄水に残留

する粒子に加えて，採取した沈殿物をゆるく

ガラス棒で攪拌して懸濁させてフロックも

測 定 し た ． 装 置 は ゼ ー タ メ ー タ ー

Micro-Electrophoresis Apparatus MarkⅡ
(Rank Brothers, UK)である． 
以上の実験は３回繰り返し、結果の再現性

を確認した． 
２）ポリスチレン系粒子懸濁液を用いた凝集

実験 
 生物系粒子であるピコ植物プランクトン

と非生物系粒子の凝集特性を比較するため，

濁度標準液に用いられるポリスチレン系粒

子の懸濁液を用いた凝集実験を行った．ポリ

スチレン系粒子は JSR Life Science 社製の

粒子直径 10.14μm である． 
ジャーテストの条件は，ピコ植物プランク

トンの実験と基本的に同様である．ポリスチ

レン系粒子懸濁液においても原水濁度を 2
度程度に調整した．なお，凝集剤添加量は0，

10，20，40，80，120 (mg/L)とした． 
凝集沈殿後の上澄水における濁度と粒径

毎の粒子数，上澄水に残留する粒子のゼータ

電位，ならびに沈殿物を攪拌して懸濁させた

フロックのゼータ電位を測定した．なお，ポ

リスチレン系粒子についてはピコプランク

トンカウンタの散乱光を用いて粒子数を測

定した． 
 

C. 研究結果および D. 考察 

１）ピコ植物プランクトン懸濁液を用いた凝

集実験における濁度の変化 

 ピコ植物プランクトン懸濁液における凝

集剤の添加量を変化させた場合の上澄水の

濁度変化を図-1 に示した．３回の実験のいず

れの場合も，添加量 20mg/L までに顕著な濁

度低下が起こり，わずかな凝集剤添加でもフ

ロックの形成，沈殿除去が起こることが確認

された．凝集剤添加量 20mg/L を超えると添

加量増加に対する濁度低下の傾向は緩やか

となり，１回目の実験では 60m/L，２回目と

３回目の実験では 80mg/L で濁度が最小値を

示す最適添加量となった．さらに最適添加量

以上に凝集剤を添加すると濁度が上昇し，こ

の傾向は３回の実験に共通していた．すなわ
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ち，凝集剤を添加し過ぎるとピコ植物プラン

クトンが凝集沈殿しにくくなるメカニズム

があると考えられた．  

２）ピコ植物プランクトン懸濁液を用いた凝

集実験における粒径毎の粒子数の変化 

 ピコ植物プランクトン懸濁液における凝

集剤の添加量を変化させた際の上澄水の総

粒子数の結果を図-2 に示した．１回目の実験

では濁度の結果と同様に，最適凝集剤添加量

60m/L までは粒子数が減少するが，80mg/L

では大きく増加し，添加量として半分である

40mg/L の場合よりも総粒子数が多く残留す

る結果となった．２回目の実験では，最適凝

集剤添加量 80mg/L よりも 100mg/L の添加量

の方が総粒子数は少なかったが、その差は

849 に対して 746 個/mL とわずかであった． 

３回目の実験では 1 回目の実験と同様に，

最適凝集剤添加量 80mg/L で総粒子数が 433

個/L まで減少し，100mg/L では 892 個/L と

倍増した． 

以上の通り，濁度の結果で得られた最適凝

集剤添加量まで濁度が低下し，それ以上の添

加量では濁度が上昇する現象は，総粒子数の

場合にも 3回の実験のうち 2回の実験で確認

され，凝集剤の過剰添加は懸濁物質の除去を

阻害することが明らかになった． 

 次に，３回目の実験における粒径毎の粒子

数の変化を図-3 に示した．ピコ植物プランク

トン自体の粒径は 1.0μm 程度であるが，凝

集剤無添加時の結果からもわかるように 8.0

μ以上の粒径を有する粒子もわずかではあ

るが存在する．なお，懸濁液作成に使用した

実験室で作成している Milli-Q 水自体もごく

少数ではあるが粒子を含んでいる．しかし，

これは植物ピコプランクトン懸濁水の実験

で得られた粒子数に比較して極めて小さく，

無視できるレベルであった． 

粒径別の凝集沈殿除去性の特徴としては，

粒径 1.0～2.0μmの小さい粒子が残存する傾

向が顕著である．この粒径の粒子が上澄水に

残存するということは，凝集剤を添加しても

フロックを形成しないピコ植物プランクト

ンが多量に存在することを意味する． 

また，３回目の実験における粒径毎の粒子

除去率の結果を図-4 に示した．粒径 1.0～2.0

μm の粒子に対しては少量の凝集剤では除

去効果が見られなかったが，粒径 2.0μm 以

上の粒子に対しては，少量の凝集剤でも効果

があることが分かった．すなわち，凝集剤添

加によってもフロックを形成しないピコ植

物プランクトン（粒径 1〜2μm）に比較して，

小さくてもフロック化した粒子は 80%以上

除去され，その除去率は粒径が大きくなるほ

ど高くなる傾向が見られた． 

また，凝集剤添加量が過剰な 100mg/L の

場合には 1.0〜2.0，2.0〜3.0μm の粒子除去

率が低下した．このことは凝集剤過剰添加時

の濁度に見られた現象と同様であるが，この

理由はほとんどフロック化しないピコ植物

プランクトンが増加したためと考えられた． 

 凝集剤過剰添加時の再分散については、負

荷電の粒子表面を正荷電の凝集剤ポリマー

が完全に覆い，外見が正荷電のようになって

しまうことで生じると説明される８）．本結果

で認められた再分散の現象のメカニズムが

荷電の逆転によるものなのかに関しては次

項のゼータ電位の結果を基に考察する． 

３）ピコ植物プランクトン懸濁液を用いた凝

集実験におけるゼータ電位の変化 

ピコ植物プランクトン懸濁液における凝

集剤の添加量を変化させた際の上澄水の粒

子のゼータ電位の結果を図-5 に示した．ただ

し，２回目の実験では，凝集剤を添加する前

からピコ植物プランクトンのゼータ電位が

高すぎる値（通常のピコ植物プランクトンは

-30mV 以下を示す）を示したので，ここでは

１，３回目の結果で議論する． 

 沈殿物フロックのゼータ電位は凝集の適

正範囲-10〜10mV にあり，ほぼ 0mV であっ

た．一方、上澄水に残留する粒子のゼータ電

位は，凝集剤無添加時のゼータ電位が-35mV

であったのに対し，わずかな凝集剤添加によ

っても荷電が中和する方向に変化した（１回

目：10mg/L 添加で-28mV，３回目：20mg/L

添加で-20mV）．しかし，それ以上の添加量

でも凝集の適正範囲にまで荷電が変化する



20 
 

ことはなく，最大で 1 回目：60mg/L 添加で

-22mV，３回目：60mg/L 添加で-18mV であ

り，荷電の逆転による再分散現象ではないこ

とが明らかとなった． 

 ピコ植物プランクトン懸濁液の凝集沈殿

実験において上澄水に残留する粒子の特徴

としては，粒径が小さくほとんどフロックを

形成していないと思われるピコ植物プラン

クトンであること，その表面電荷は凝集剤添

加により荷電中和方向への変化が生じるも

のの，最適添加量でも凝集の適正範囲には至

らないこと，さらに凝集剤添加量が多い場合

は，フロックを形成しないピコ植物プランク

トンが増えることが明らかになった．ピコ植

物プランクトンの細胞数が高まった際に凝

集剤添加量を増加させる対策においてはジ

ャーテストによって具体的に詳細に最適添

加量を求めることが重要であると言えよう．

また，過剰な凝集剤添加時に再分散する現象

は，荷電の逆転によるものではなく，添加し

た凝集剤が凝結反応（マイナスに帯電してい

る微細粒子が凝集剤添加により荷電中和し

て微細フロックを形成）に働くより，むしろ

微細フロックを成長させる凝集反応に働き，

凝結反応が鈍化するためではないかと考え

られた． 

４）ポリスチレン系粒子懸濁液を用いた凝

集実験における濁度の変化 

 ポリスチレン系粒子懸濁液における凝集

剤の添加量を変化させた場合の上澄水の濁

度変化を図-6 に示した．実験における最小の

添加量 10mg/L おいて濁度は 0mg/L となり， 

それ以上の添加量ではいずれも濁度 0mg/L

であった． 

すなわち，濁度の除去に関してはピコ植物

プランクトン懸濁液の凝集で見られたよう

な凝集剤添加量の増加で濁度が上昇する現

象は認められなかった． 

５）ポリスチレン系粒子懸濁液を用いた凝

集実験における粒径毎の粒子数の変化 

 ポリスチレン系粒子懸濁液における凝集

剤の添加量を変化させた際の上澄水の総粒

子数の結果を図-7 に示した．この場合は濁度

の結果と大きく異なり，凝集剤添加量 0mg/L

と 10mg/L で総粒子数に大きな違いは認めら

れなかった．この理由は図−8に示すように，

凝集剤無添加において残留した粒子のほと

んどが 8μm以上の粒径をもつポリスチレン

系粒子そのものであるのに対し，10mg/L 添

加時に残留した粒子は 1〜2μm の小さい粒

子であり，測定していない 1μm 以下の粒子

が凝集して形成した可能性が考えられた． 

10〜80mg/L にかけては凝集剤添加量の増

加とともに総粒子数は減少し，80mg/L で 119

個/mL と最小値を示した．この結果は，ピコ

植物プランクトン懸濁液の結果で得られた

最適凝集剤添加量まで総粒子数（および濁度）

が低下し，それ以上の添加量では総粒子数

（および濁度）が上昇する結果に類似した．

すなわちポリスチレン系粒子においても再

分散現象が認められた．  

図−8 に示す粒径別の凝集沈殿除去性の特

徴としては，粒径 8.0μm 以上のポリスチレ

ン系粒子そのものは最適凝集剤添加量まで

添加量の増加とともに粒子数を大きく低下

させるものの，120mg/L においては再び粒子

数の増加がみられ，見かけ上凝集しない粒子

が増える現象が認められた．これはピコ植物

プランクトンにおける 1〜2μm の粒径に認

められた現象であり，最適添加量を超えた過

剰添加は凝集沈殿性の悪化をもたらすこと

がポリスチレン系粒子においても確認され

た．また，粒径 1.0〜2.0μm の粒子の凝集剤

添加量に対する変化の傾向も，凝集剤無添加

の場合を除きピコ植物プランクトンの実験

結果と同様の傾向を示し，極めて小さな粒子

は生物系，非生物系にかかわらず凝集沈殿除

去が難しいことが明らかになった． 

粒径毎の粒子除去率の結果を図-9 に示し

た．なお，1.0〜2.0μm の粒径についてはマ

イナスの除去率を示したためここでは除外

した．最適凝集剤添加量においていずれの粒

径の粒子も最大の除去率を示すことは，ピコ

植物プランクトンの場合と同様であった．た

だし，除去率でみるとピコ植物プランクトン

の場合に比べて特に高いわけではなく，粒径
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2.0〜3.0μm の除去率は最適添加量の時に最

大であるものの 60%にとどまり，非生物系粒

子でも粒径の小さい場合は凝集沈殿除去率

が低いことが確認された． 

６）ポリスチレン系粒子懸濁液を用いた凝集

実験におけるゼータ電位の変化 
ポリスチレン系粒子懸濁液における凝集

剤の添加量を変化させた際の上澄水の粒子

のゼータ電位の結果を図-10 に示した． 

 沈殿物フロックのゼータ電位は凝集の適

正範囲-10〜10mV にあり，ほぼ 0mV であっ

た．一方、上澄水に残留する粒子のゼータ電

位は，凝集剤無添加時のゼータ電位が-36mV

であったのに対し，10mg/L とわずかな凝集

剤添加によっても中和する方向に変化した

（-12mV）．しかし，それ以上の添加量でも

凝集の適正範囲である-10〜10mV に入るこ

とはなく，適正添加量 80mg/L でも-12mV で

あった．そして 120m/L まで凝集剤添加量を

増やすとほぼ 0mV と中和された． 

 ポリスチレン系粒子においては 120mg/L

で再分散現象が認められたが，この場合もピ

コ植物プランクトンの場合と同様に，荷電の

逆転による再分散現象ではなく，むしろ上澄

水に残留する粒子はほぼ 0mV の荷電的には

中和した粒子であることから，適正添加量以

上の凝集剤を加えた場合，粒子の荷電中和に

働くよりはむしろアルミフロックの形成が

強化され，凝集剤と粒子の凝結反応が鈍るの

ではないかと考えられた． 

 ただし，観察したフロックは様々な粒径を

持ち，ゼータ電位の結果の分散は大きいこと

から，凝集メカニズムの解明に当たってはよ

り詳細な検討をする必要がある． 
７）ピコ植物プランクトンを含む原水におけ

る凝集処理に関する指針案 
 これまでに行なってきた研究の成果を踏

まえて，ろ過漏出障害を回避するための浄水

処理プロセスについて，注意すべき基本的事

項を以下にまとめる． 
 ろ過漏出障害を引き起こす原因生物とし

ては，ピコプランクトン，緑藻類，珪藻類，

藍藻類等が報告されており，中でもピコプラ

ンクトンは最も発生割合が高い障害生物で

ある２）．ピコ植物プランクトンが発生した場

合，浄水場では凝集剤添加量の増加，凝集

pH 条件の適正化，塩素処理による凝集効果

改善などが検討される９）．また，ろ過水濁度

が上昇した場合には二段凝集が効果的であ

ることが知られている１０）． 
本研究で明らかになったように，1.0〜2.0

μm の粒径をもつピコ植物プランクトン粒

子の凝集沈殿による除去は困難である．この

ような粒子は荷電中和によってフロック化

する凝結反応が起こりにくく，過剰に添加さ

れた凝集剤は凝結反応よりもフロックが粗

大化する凝集反応に用いられ，未凝結の粒子

が増加する凝集阻害の現象も発生する．した

がって，最適凝集剤添加量を超えた凝集剤の

添加は禁物であり，ジャーテストによって詳

細に最適添加量を求め，凝集剤の適正添加に

つとめる必要がある． 
しかし，凝集剤適正添加においてもピコ植

物プランクトンを100%除去することは難し

い．この場合は，二段凝集が効果的である．

凝集沈殿によって粗大化したフロックを除

去し，あらためて凝集剤を添加することで，

フロックの成長を促す．その後のろ過によっ

て粒径 10μm 以上の粒子は良好に除去され

るため６），凝集によって粗大化させにくいピ

コ植物プランクトンを除去することが可能

となる．ただし，二段凝集においては凝集剤

の添加量が多い場合ろ過継続時間が短縮し，

アルミニウムの漏出の可能性も高まること

から，適正添加が必要である．凝集沈殿にお

けるジャーテストのような適正添加量を決

定できる簡便な二段凝集テストを開発する

必要がある。 
 
E. 結論 

 ピコ植物プランクトン懸濁液およびポリ

スチレン系粒子懸濁液を用いた凝集実験を

行い，ろ過漏出障害を回避するための浄水処

理プロセスの開発に関する基礎的知見をま

とめた． 

 凝集剤添加量と濁度や粒径毎の粒子数の
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関係から，適正添加量までは凝集沈殿効果が

高まるものの過剰な添加は未凝集の粒子数

を増加させ，濁度上昇が発生する要因となり

得ることが示された． 

 上澄水に残留する粒子のゼータ電位の結

果から，ピコ植物プランクトンは凝集剤の添

加によってもゼータ電位が適正な凝集範囲

（-10〜10mV）に到達しないため，凝結反応

が進まないことが凝集沈殿除去性を低下さ

せていることが明らかになった． 

 

G. 研究発表 

1) 論文発表 

該当なし 

 

2) 学会発表 

館祥之, 多田早奈恵，坂巻隆史，野村宗

弘, 西村修，ピコ植物プランクトンの凝

集処理におけるフロック径分布，日本水

処理生物学会誌別巻，(37), p.62，2017 

 

館祥之, 多田早奈恵，野村宗弘, 坂巻隆史，

西村修，ピコ植物プランクトン凝集処理

において上澄み水に残留する粒子の特性，

土木学会東北支部技術研究発表会（平成

29 年度）(CD-ROM), 2p., 2018 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 (予定も含

む。) 

1) 特許取得 

 該当なし 

 

2) 実用新案登録 

 該当なし 

 

3) その他 

 該当なし 

 

I. 参考文献 

1) 秋葉道宏，厚生科学研究費補助金健康安

全・危機管理対策総合研究事業「水道シ

ステムにおける生物障害の実態把握とそ

の低減対策に関する研究」，平成 24〜26

年度総合研究報告書，2015 

2) 秋葉道宏，厚生科学研究費補助金健康安

全・危機管理対策総合研究事業「水道シ

ステムにおける生物障害の実態把握とそ

の低減対策に関する研究」，平成 26 年度

総括・分担研究報告書，2015 

3) 秋葉道宏，厚生科学研究費補助金健康安

全・危機管理対策総合研究事業「水道シ

ステムにおける生物障害の実態把握とそ

の低減対策に関する研究」，平成 25 年度

総括・分担研究報告書，2014 

4) 藤本尚志，村田昌隆，大西章博，鈴木昌

治，矢島修，岸田直裕，秋葉道宏，分子

生物学的手法による浄水場における濁度

障害原因生物の解明，水道協会雑誌，82(5)，

pp.2-10，2013 

5) 丹保憲仁，穂積準，フロック形成におよ

ぼす凝集条件について，衛生工学，36，

pp.37-47，1968 

6) 秋葉道宏，厚生科学研究費補助金健康安

全・危機管理対策総合研究事業「大規模

災害および気候変動に伴う利水障害に対

応した環境調和型水道システムの構築に

関する研究」，平成 28 年度総括・分担研

究報告書，2017 

7) 社団法人土木学会，衛生工学実験指導書

(プロセス編)，1981 

8) 丹保憲仁，小笠原紘一，浄水の技術，技

法堂出版，1985 

9) 中村寿子，曽根田研，宮田雅典，武安一

志，ピコ植物プランクトンに起因する浄

水処理過程、ろ過水への濁度漏出とその

対策について，日本水処理生物学会誌，

33（4），pp.233-243，1997 

10) 公益財団法人水道技術研究センター，高

濁度原水への対応の手引き，2014 

[http://www.jwrc-net.or.jp/chousa-kenkyuu/

keinenka/koudakudo/0_all.pdf] 

 

J. 謝辞 

本研究を行うにあたり，東北大学技術職員

丸尾知佳子氏，田中伸幸氏，および学生諸氏

の協力を得た．ここに記して感謝の意を表す． 



 

 
 

23 

 
 

 

 



 

 

24 

 

 



 

 

25 

 

 
 

 

 



 
26 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

 



 
27 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 



28 
 

 



分担研究報告書２ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大規模災害および気候変動の 
水道原水水質への影響と対応策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究分担者 柳橋 泰生 
  



 



31 

 

厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「大規模災害および気候変動に伴う利水障害に対応した 

環境調和型水道システムの構築に関する研究」 

分担研究報告書 

 

研究課題：大規模災害および気候変動の水道原水水質への影響と対応策 

 

研究分担者 柳橋 泰生 福岡大学工学部 教授 

 

研究要旨 

 大規模災害および気候変動に伴う利水障害として、水害による水道原水の濁度上昇に着

目し、ダム貯水池および水道システムへの影響を解析し、対応策を検討した。 

まず、水資源機構が管理しているダム貯水池の濁水長期化についてデータを整理した結

果、ダム貯水池により大きな差があり、中には濁水が年間で 251 日間に及んだダム貯水池

があることがわかった。 

また、平成 12 年度から平成 27 年度までの水道統計における全国の浄水場の原水濁度の

最高値の傾向を解析した。16 年間の経年変化として、原水濁度の最高値が高かった浄水場

数の増加傾向は認められなかった。平成 13 年度は、高濁度となった浄水場数が多く、平成

20 年度および平成 21 年度は少なかった。16 年間で原水濁度の年間最高値が 500 度以上に

なったのが 1年のみであった浄水場が半数を占めたが、4年以上年間最高値が 500 度以上に

なった浄水場が 18 施設あった。18 施設のうち、8 施設が北海道、5 施設が関東地方の浄水

場であった。 

平成 29 年 7 月に発生した九州北部豪雨について、水道原水の濁度上昇の状況および水道

事業体の対応について調査を行った。水道事業体の取水地点が存在する久留米市の降水量

は 100mm/日程度であったが、上流部では局地的に 500mm/日以上の降水量が観測され、筑後

川の水位が上昇し、従来にないほど原水濁度が増加した（最高 7,600 度）。水道事業体では、

PAC 注入率の増量、別水源の活用等により対応し、浄水の濁度の上昇等を回避することがで

きた。原水濁度や上流地域の降水量の監視、近隣水道事業体、関係機関との情報交換、代

替水源の有効性等が確認された。 

 

Ａ．研究目的 

 平成 19 年 6 月、降雨による泥流の流入に

より北海道の水道において原水濁度が

15,133 度に達し、長時間の断水事故を引き

起こした。大規模災害および気候変動に伴

う利水障害としては、豪雨の増加による水

道原水の濁度の上昇が懸念される。気象庁

によると、わが国において昭和 50（1975）

年から平成 28（2016）年の 42 年間に 1 時

間に 50mm 以上、80mm 以上の降水の年間発

生回数が有意に増加している（図 1、図 2）。

なお、水害統計調査によると明治以降の水
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害被害額は増加傾向にあるとはいえず（図

3）、水害防止施設の整備等の効果を示唆し

ている。 

水道原水の濁度の中長期的な傾向を把握

し、今後の大規模災害および気候変動に備

える基礎的知見を得るため、ダム貯水池に

おける濁水長期化の発生状況を把握すると

ともに、水道原水の濁度に関するデータ量

が豊富な水道統計を用いて経年変化を解析

した。その際、近年において原水に高濁度

が発生した水道事業体から当時の状況を聴

取し、高濁度の原因等を調査した。また、

平成29年7月に発生した九州北部豪雨の際

の降水量や水道原水の濁度のデータを整理

するとともに、当該地域の水道事業体に対

してヒアリング調査等を行い、高濁度時の

対応についてとりまとめた。 

その結果に基づき、大規模災害や気候変

動に対する水供給システムの適応性指標を

考案するとともに、大規模災害や気候変動

に伴う利水障害に対応した環境調和型の水

供給システムの構築について具体策を検討

した。 

 

Ｂ．研究方法 

(1)ダム貯水池における濁水長期化の発生

状況 

 独立行政法人水資源機構が管理している

ダム貯水池のうち平成 15 年以降のデータ

が公表されている 13 施設について、水質年

報 1)に基づき、濁水長期化の発生状況を整

理し、経年変化を把握した。 

(2)水道統計における原水濁度の経年変化

の解析 

 日本水道協会の水道統計（水質編）2)は平

成 12 年度以降のデータについて電子化さ

れている。平成 12 年度から最新版の平成

27 年度の 16 年間の水道事業体の原水濁度

のデータの経年変化を解析した。平常時の

原水濁度は低いため、各事業体の年度毎の

最高値に着目した。水道統計では、年間に

おける最高値は記載されているが、年間に

おける 2 番目以下のデータは不明である。

また、水道事業体毎に年間の測定回数に違

いがあり、毎日測定を行っている水道事業

体もあれば、年数回というところもある。

濁度が高くなると計器の測定上限を超えて

しまい、実際はさらに高濁度となっている

にもかかわらず、測定されていない場合も

ある。そのような制約があり、データを解

釈する場合に留意が必要であるが、全体的

な傾向を把握することは可能と考えられる。 

(3)高濁度となった個別事例の状況 

 水道統計では、各年度において原水濁度

が最高値を記録した日時は記載されていな

い。このため、近年において 1,000 度以上

の高濁度が発生したいくつかの浄水場につ

いて水道事業体から、最高値を記録した日

時、可能な場合は、浄水場近辺の降水量の

記録、高濁度となった原因等について聴取

した。 

(4)九州北部豪雨の状況 

 平成 29 年 7 月 5日から 6日にかけて、九

州北部地域に局所的豪雨が発生し、筑後川

の水位・流量が増大し、水道原水の濁度が

これまでにないほど上昇した。降水量、原

水濁度、水道における対応状況等について

整理した。 

 

Ｃ．研究結果 

(1)ダム貯水池における濁水長期化の発生

状況 
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 独立行政法人水資源機構が管理している

ダム貯水池のうち、平成 15 年から平成 27

年までの 13 年間のデータが水質年報に掲

載されている 13 施設について、濁水長期化

が始まった日から収束した日までの日数を

計算し、当該年に濁水長期化が発生したダ

ム貯水池の数および日数の合計を図 4 に示

した。各年において濁水長期化が発生した

施設数をみると、13 施設中、平成 16 年お

よび平成23年に6施設と最も多くなってお

り、平成 23 年は濁水の日数の合計が 743 日

（1施設あたりの平均は 57 日）と最も長か

った。この 13 年間では、濁水が発生した日

数について経年変化に特定の傾向はみられ

なかった。 

また、13 施設の中で、年間における濁水

日数が最も長かった（251 日（平成 23 年））

施設では、13 年間で濁水長期化がなかった

年は 1回のみで、13 年間の平均濁水日数は

107 日であった。逆に、13 施設の中で濁水

長期化の発生が最も少なかった施設では、

13 年間で 47 日（年平均 3.6 日）であり、

施設により濁水長期化の発生の状況は大き

く異なることがわかった。 

(2)水道統計における原水濁度の経年変化

の解析 

 平成 12 年度から平成 27 年度において水

道原水の濁度が測定され、水道統計にデー

タが掲載されている各年度の浄水場の数を

表 1 に示す。また、各年度における浄水場

の原水濁度（年間最高値）の分布状況は表

1および図 5のとおりである。原水濁度（年

間最高値）が 100 度以上となる浄水場は、

各年度とも、原水濁度が測定された浄水場

の概ね 2％程度であった。原水濁度（年間

最高値）が 1,000 度以上の浄水場の数のみ

を抽出すると図 6のとおりとなる。平成 13

年度において原水濁度（年間最高値）が

1,000 度以上となった浄水場が 13施設と多

く、平成 20 年度および平成 21 年度はなか

った。 

 原水濁度（年間最高値）が 500 度以上、

1,000 度以上、2,000 度以上となった年度の

回数別に浄水場数を集計した（表 2）。16 年

間で一度でも 500 度以上となった浄水場は

117 施設、1,000 度以上は 38 施設、2,000

度以上は 12 施設であった。500 度以上とな

った 117 施設について都道府県別の浄水場

数を示したのが図 7である。北海道、関東、

信越地方に多いことがわかる。また、各年

度別に示したのが図 8である。 

表 2 に示すように、原水濁度（年間最高

値）が500度以上となった117施設のうち、

約半数に相当する 58 施設は 16 年間で原水

濁度（年間最高値）が 500 度以上となった

のは１回のみであった。3回までが 99 施設

（85％）を占めた。16 年間で 1回のみ原水

濁度の年間最高値が 500 度以上となった浄

水場の数を都道府県別に示したのが図 9 で

ある。北海道、関東のほか近畿、中国・四

国地方も多くなっている。2 回以上原水濁

度（年間最高値）が 500 度以上となった浄

水場の数を都道府県別に示したのが図 10

であり、北海道、関東、信越地方に集中し

ていることがわかる。 

他方、原水濁度（年間最高値）が 500 度

以上となった年が16年間で4回以上あった

浄水場は全国で 18 箇所あり、それらの施設

の各年度の原水濁度（年間最高値）を表 3

に示した。18 施設のうち 8 施設が北海道、

5 施設が関東地方の浄水場であった。16 年

間で 2,000 度以上の原水濁度（年間最高値）
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を記録した12施設うちの8施設が表3に示

した施設に含まれる。2,000 度以上を記録

した他の 4施設は、北海道（2施設）、関東

地方（1 施設）、および中部地方（1 施設）

に位置する。 

(3)高濁度となった個別事例の状況 

ア．北海道・Ａ事業体 

 平成 26 年 9 月 16 日 15 時から 21 時に原

水濁度が 2,000 度以上（濁度計の測定上限

が 2,000 度）を記録した。9月 16 日の浄水

場付近の降水量は 0～3mm/h（日降水量

5mm/d）であったが、浄水場取水口近くに流

れ込んでいる小河川の上流の傾斜地に農地

が広がっており、そこに局地的に降雨があ

り濁水が流入したものと思われる。15 時か

ら 19 時 30 分まで取水を停止した。なお、9

月 16 日の 13 時の原水濁度は 3度、14 時は

86 度であり、その後急激な濁度の上昇がみ

られた。また、22 時は 225 度、23 時は 167

度、24 時は 81 度と低下した。 

この浄水場において平成 26 年度以降の

原水濁度の上昇事案としては、平成 26 年 8

月 5日に 1,140 度（最高値、以下同様。）、9

月 22 日に 1,258 度、平成 27 年 8 月 12 日に

990 度、平成 28 年 8 月 1 日に 1,522 度、8

月 20 日に 966 度を記録した。 

イ．北海道・Ｂ事業体 

 16 年間で原水濁度（年間最高値）が 1,000

度以上となった年が 8 回あった。原水が高

濁度となる原因については、融雪出水や台

風・前線による降雨等に伴い取水地点の上

流にある発電用ダムからの放流水が増加し、

濁水が発生していると考えられる。 

ウ．北海道・Ｃ事業体 

 浄水場取水口 5～6km 上流に発電用水量

調整ダムがあり、降雨時等にダム放流が増

加し、原水濁度が激しく変動する傾向にあ

る。近年において原水濁度が高くなった事

案は次のとおりである。 

平成22年 9月 6日 前線による局地的大雨 

原水濁度最高値 20 時 2,540 度 

平成 23 年 9 月 2日 上流域大雨 

原水濁度最高値 17 時 2,530 度  

平成27年 8月 1日 前線による上流域大雨 

原水濁度最高値 6 時  2,000 度 

平成 28 年 8 月 18 日 

 台風 7号による上流域大雨 

原水濁度最高値 2 時  4,800 度 

平成 28 年 8 月 21 日 

台風 7号、低気圧による上流域大雨 

原水濁度最高値 4 時  2,100 度 

平成 28 年 8 月 23 日 

低気圧、台風 9号による上流域大雨 

原水濁度最高値 13 時  2,600 度 

エ.新潟県・Ｄ事業体 

 平成 16年 7月 13日および平成 23年 7月

30 日（13 時）に原水濁度 2,000 度を記録し

た。平成 16 年 7 月新潟・福島豪雨、平成

23 年 7 月新潟・福島豪雨の際、浄水場上流

部に豪雨があり、土砂災害等が発生したこ

とが原因と考えられる。平成 16 年には上流

部の河川の氾濫も発生した。平成 16 年は新

潟県内で日降水量 421mm、平成 23 年は新潟

県の多いところでは豪雨の期間に 600mm を

超える降水量を記録した。 

オ．富山県・Ｅ事業体 

 平成17年8月16日8時に、原水濁度5,000

度を記録した。降雨により上流河川の斜面

が崩落し濁流となったことが原因と考えら

れる。当日の原水濁度は、7 時 20 分に 200

度であったが、7時 30 分には 2,000 度（連

続監視装置の測定上限）を超え、8 時に約
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5,000 度（職員が希釈操作により測定）と

なった。10 時には 1,890 度となり、13 時に

979 度、15 時に 506 度、翌日の 8時に 70 度

となった。 

カ．長野県・Ｆ事業体 

 平成 18 年 7 月に、原水濁度が 3,630 度と

なった。7 月の平均は 285 度であった。平

成 18 年 7 月中旬、長野県各地で豪雨災害が

起き、浄水場の取水口上流部でも 17 日に土

砂崩れがあった模様で、当時の対応記録等

から、3,630 度を観測したのは 7月 17 日か

ら 19 日と推察される。高濁度の原因は、取

水口上流で土砂崩れが発生し水源河川へ流

入したこと等が考えられる。 

キ．高濁度の原因 

 高濁度となった個別事案の状況から、高

濁度の原因としては次のことが考えられる。 

① 原水が高濁度となる原因は、基本的に

は、上流域の降雨による濁質の流入で

ある。 

② 降雨強度が強くなり、がけ崩れ、河川

の氾濫等により土砂の流入量が増加す

ると、濁度の程度が上昇する傾向にあ

る。 

③ 浄水場の所在地で降雨がない場合でも、

集水域で降雨があり、土砂が流出する

と濁度が上昇する。降雨の観測ネット

ワークで把握できない局地的降雨によ

り土砂が流出し高濁度となった場合も

ある。 

④ 降雨の際、浄水場取水口の上流部に湛

水能力の低いダムがあると、放流量が

増加し原水濁度が上昇する。 

(4)九州北部豪雨の状況 

ア．降雨の状況 

 気象庁の発表 3)によると、平成 29 年 7 月

5 日から 6 日にかけて、対馬海峡付近に停

滞した梅雨前線に向かって暖かく非常に湿

った空気が流れ込んだ影響等により、線状

降水帯が形成・維持され、同じ場所に猛烈

な雨を継続して降らせたことから、九州北

部地方で記録的な大雨となった。九州北部

地方では、7 月 5 日から 6 日までの総降水

量が多いところで 500mm を超え、7 月の月

降水量平年値を超える大雨となったところ

があった。また、福岡県朝倉市や大分県日

田市等で24時間降水量の値が観測史上1位

の値を更新するなど、これまでの観測記録

を更新する大雨となった。7 月 5 日から 6

日の48時間の降水量の分布を図11に示す。 

 また、平成 29 年 7 月の九州北部豪雨があ

った地域における国土交通省設置の主な雨

量観測所の位置（図 12）および豪雨が始ま

った平成 29年 7月 5日 10時から 24時間の

雨量を図 13 に示す。福岡県と大分県の県境

付近の鶴河内では24時間雨量が498mm以上

（2 時間分欠測）に達した。雨量のピーク

は、角枝（朝倉市、寺内ダム付近）で 5 日

15 時頃、鶴河内で 5日 14 時頃であった。 

イ．河川水位の状況 

 九州北部豪雨があった地域における国土

交通省設置の主な水位観測所の位置（図 12）

および平成29年 7月 5日から7日の水位を

図 14 に示す。荒瀬（福岡県うきは市）は筑

後川河口から 62.08km、片ノ瀬（福岡県久

留米市）は 40.61km、瀬ノ下（福岡県久留

米市）は 25.52km に位置する。各地点にお

ける水位をみると、荒瀬は 7月 5日 21 時に

7.22m、片ノ瀬は 7 月 5 日 23 時に 10.19m、

瀬ノ下は 7 月 6 日 0 時に 5.66m とピークに

達している。 

ウ．水道の原水濁度 
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 筑後川中流域で筑後川から取水している

4 つの水道について原水（河川水）の濁度

のデータを整理した。上流からａ事業体の

取水口（筑後川河口から約 34km の左岸）、b

事業体の取水口（約 28km の左岸）、ｃ事業

体の取水口（約 28km の右岸）、ｄ事業体の

取水口（約 24km の右岸）がある。筑後川河

口から 23km の地点に筑後大堰があり、約

29km 地点までが湛水域である。 

平成 29 年 7 月 5 日 12 時から 7 月 7 日 0

時までのデータを図 15 に示す。ａ事業体で

は、7 月 5 日 20 時 43 分から 7 月 6 日 7 時

30 分までのデータは、手分析によるもので

ある。ｂ事業体および c 事業体の機器の測

定上限が 2,000 度であり、それを超えた場

合は手分析により測定した。ｄ事業体も上

限が 1,000 度であるため、それを超えた場

合は手分析により測定を行い、7 月 5 日

21:16に 1700.0度、6日 9:00に 1632.2度、

7日 9:00 に 311.6 度を記録している。 

ａ事業体の原水濁度は、7 月 6 日１時に

3,504 度、ｂ事業体は 7月 6日 2時に 7,600

度とピークに達している。  

エ．原水濁度の上昇への対応 

 ｂ事業体およびｃ事業体に原水濁度の上

昇時の対応を聴取した結果は次のとおりで

ある。 

＜ｂ事業体＞ 

 原水濁度が 7,600 度になったのは初めて

である。取水停止には至らなかった。計器

の測定上限は 2,000 度なので、それ以上は

手作業で希釈し測定した。濁度が 200 度に

なるとジャーテストを行うこととしている。

以前から原水のアルミニウム濃度が高かっ

たことから、平成 25 年度から高塩基性 PAC

を採用している。通常時、採用前は PAC 注

入率が 25mg/L 程度であったが、採用後 15

～20mg/L 程度になっていた。今回の高濁度

事案においてPAC注入率は最高で70mg/Lで

あった。筑後川表流水のほか、地下水水源

を持っており、高濁度時、活用することが

できた。九州北部豪雨では流木が多く発生

したが、河川を流れ下る流木は河川水位が

高かったため、水道原水の取水口に影響を

与えることはなかった。 

＜ｃ事業体＞ 

 渇水対策用の原水調整池を有しており、

河川が高濁度になった際は、管理している

機関との調整は必要であるが、調整池から

濁りのない原水を取水することができ、ろ

過水濁度を 0.02 度以下に抑えることがで

きた。ただし、調整池の導水管内の滞留水

の臭味対策として粉末活性炭の注入は必要

となった。 

 

Ｄ．考察 

(1)高濁度の地域差の原因 

 取水している河川上流域における降雨に

起因する土砂の流出や底泥の巻き上げが原

水の高濁度の原因と考えられるが、地域に

より差異がみられる。水道原水の濁度が高

くなった浄水場は、北海道、関東、信越地

方に多くみられたため、地域差が出る原因

について考察した。 

まず、降雨による土壌侵食を起こす要因

に地域差があることが考えられる。神山ら

4)は、土壌侵食量推定のため米国農務省が開

発した USLE を用いて、次式に示すパラメー

タを 1km メッシュ単位で整備し、土壌侵食

量 Aを推定した。 

A=(R+Rc)×K×LS×C×P 

A：土壌侵食量（t ha-1 y-1） 
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R：降雨係数 

Rc：降雨係数の積雪による補正値 

K：土壌係数 

LS：地形係数 

C：作物係数 

P：保全係数（1.0 に固定） 

 その結果、降雨係数（昭和 63 年～平成

17 年の平均）は西日本太平洋側で大きく北

海道で小さい値を示し、土壌係数は近畿、

中国地域で高い傾向にあった。また、これ

らのパラメータの積である土壌侵食量の大

きなメッシュは、東海、四国、九州西部、

沖縄に多く分布したと報告している。すな

わち、Ｃ(2)で報告した水道原水の濁度が高

い浄水場がある地域と USLE を用いて土壌

侵食量が多いと推定された地域とは異なる

場合が多かった。 

その理由としては、降雨データについて

は年次が一致しない期間があり、その影響

があると考えられた。しかしながら、土壌

係数等は年次により大きな変化があるとは

考えられず、水道原水の濁度が高くなる現

象が降雨による土壌侵食の増加だけでなく、

USLE で考慮されていない要因（例えば、豪

雨によるがけ崩れ、洪水調節機能のないダ

ムの影響など）が関与している可能性を示

唆した。 

(2)高濁度の対応策 

 水道原水の濁度が高くなった場合の対応

策について考察した。 

まず、原水の濁度を監視することが基本

になると考えられる。導水管が長いような

場合は、取水施設において原水の濁度を監

視すると、浄水場での対応を準備するため

の時間的余裕ができる。原水の調整池があ

るような場合は、高濁度の原水の取水を減

少させ、清浄な調整池の水を利用すること

ができる。高頻度で原水の濁度が高くなる

浄水場では、高濁度となるパターンが定型

化している傾向にあることから、監視項

目・監視ポイントを決めて対処することが

できる。浄水場近辺では降雨が少ないにも

かかわらず、原水濁度が非常に高くなる場

合もあり、上流の豪雨を監視する体制をと

ることが必要である。降雨の監視ネットワ

ークでは把握できないこともあるため、浄

水場の原水の監視が第一義的に重要である

といえる。高塩基性 PAC の使用により原水

が高濁度となった際に、薬剤が比較的少量

の投入で対応することができたことから他

の水道事業体でも採用の検討に値するもの

と考えられる。高濁度が頻繁に発生する水

道では、職員に対応力があると考えられる

が、頻度が少ない水道では、突然の原水水

質の変化に対応できない可能性があること

から、想定される事態のシミュレーション、

マニュアルの整備、職員の訓練等に努める

必要がある。 

(3)大規模災害や気候変動に対する水供給

システムの適応性指標 

 水害対応を考慮すると、適応性指標とし

ては、次の項目が適当と考えられる。 

【施設の適応力】 

① 浄水場の能力 

② 代替水源の能力 

③ 水源水質の監視能力 

④ 治水・治山の施設整備状況 

【情報ネットワークによる適応力】 

⑤ 上下流の水道事業体との連携力 

⑥ 河川管理機関、水源管理機関、気象管

理機関、他の利水者との連携力 

【職員の技能による適応力】 
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⑦ 職員の技術力 

⑧ 内部・外部研修の実施状況 

⑨ 研究能力 

【万全な準備による適応力】 

⑩ シミュレーションの実施状況 

⑪ 危機管理マニュアルの整備状況 

⑫ 訓練の実施状況 

(4)大規模災害や気候変動に伴う利水障害

に対応した環境調和型の水供給システムの

構築 

 水害対応を考慮すると、環境調和型の水

供給システムとしては、次の条件を備える

ことが適当と考えられる。 

① 外部の変化に対応し得る強靭な施設能

力を持つこと。 

地下水水源、原水調整池、海水淡水化等

の代替水源を有していると望ましい。また、

広域水道の場合は広域の水運用を行うこと

ができる。さらに、浄水施設の能力が高い

場合は、悪化した原水水質の水処理を適切

に行うことができる。 

② 外部の状況の変化を把握する監視能力

を持つこと 

監視機器の整備、他機関との情報ネット

ワークの構築により、外部の状況の変化を

正確に把握し対応することができる。 

③ 迅速で適切な対応を行うことができる

組織力を持つこと 

組織内外の意思疎通が円滑で、適切な意

思決定を迅速に行うことができる。 

 

Ｅ．結論 

 水道原水となる河川水の濁度について、

最も情報量が豊富と考えられる水道統計に

ついて可能な解析を行い、高濁度となる原

因、地域差などを一定程度解明することが

できた。また、平成 29 年 7 月に発生した九

州北部豪雨に関して関係水道事業体から情

報を提供してもらい、対応状況等を整理す

ることができた。これらにより、大規模災

害や気候変動に対する水供給システムの適

応性指標や大規模災害や気候変動に伴う利

水障害に対応した環境調和型の水供給シス

テムの条件を示すことができた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 該当なし 

 

Ｇ．研究発表 

1)論文発表 

 該当なし 

2)学会発表 

 該当なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定も

含む。） 

1)特許取得 

 該当なし 

2)実用新案登録 

 該当なし 

3)その他 

 該当なし 
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図 4．水資源機構管理ダムにおいて濁水が発生したダムの数と合計日数の経年変化 

表 1．原水濁度を測定・報告した浄水場数および濁度（年間最高値）別の浄水場数 

 

（日本水道協会「水道統計」のデータより作成） 
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図 5. 原水濁度の分布（浄水場数・年間最高値）（濁度 100 度以上） 

（日本水道協会「水道統計」のデータより作成） 
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図 14．筑後川の水位（平成 29 年 7月 5日～7日） 

（国土交通省「水文水質データベース」より） 

 

 

図 15．筑後川中流域から取水している水道の原水（河川水）濁度 
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分担研究報告書 
 

研究課題：ろ過漏出障害原因微生物の同定技術の開発と存在実態調査 
 

研究代表者 秋葉 道宏 国立保健医療科学院 統括研究官 
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         研究協力者 藤瀬 大輝 川崎市上下水道局水管理センター水道水質課 担当係長 
 

研究要旨 
 近年、浄水場においてピコ植物プランクトンに起因したろ過水濁度の上昇（ろ過漏出障害）

が報告されている。これまでクローニング法といった分子生物学的手法により、ろ過漏出障害

原因微生物について検討を行い、真核ピコ植物プランクトンでは緑藻綱の Mychonastes 属、ピ

コシアノバクテリアでは複数の系統の Synechococcus 属がろ過漏出障害の原因となることが明

らかとなった。さらに、従属栄養性の微生物も濁度への影響が大きいことが明らかになってき

た。これまで次世代シーケンサーにより川崎市上下水道局長沢浄水場処理工程水の真正細菌の

生物相を評価し、本解析手法の有用性およびろ過漏出障害の原因生物について検討を行い、ろ

過漏出障害原因微生物の評価法として本手法の有用性が示された。さらに沈澱処理水とろ過水

の微生物相が大きく異なる傾向がみられ、ろ過水中の主要な微生物の種類が時期によって変化

することが明らかとなった。そこで本研究では、16S rRNA 遺伝子アンプリコンシーケンシング

の結果、長沢浄水場のろ過水で主要であった細菌が実際のダム湖においてどのような消長を示

しているのか検討を行った。長沢浄水場ろ過水から 18 属が主要な細菌として検出された。

Flavobacterium 属、Sediminibacterium 属、Limnohabitans 属、Crenothrix 属、Methylocaldum 属は

宮ヶ瀬湖において総リード数に占める割合が 1%を超え、細菌群集における主要な構成細菌と考

えられた。浄水場ろ過水における主要な細菌の実湖沼における分布は、表層に分布するもの、

中層・底層に分布するもの、全層に分布するものと、細菌の種類によって深度方向の分布が異

なることが明らかとなった。 
 
 
A. 研究目的 
 近年、浄水場においてピコ植物プランクトンに

起因したろ過水濁度の上昇（ろ過漏出障害）が報

告されている 1）。ピコ植物プランクトンが水源の

湖沼において増殖すると、取水後、浄水場ろ過水

に漏出することがある。ピコ植物プランクトンと

は真核ピコ植物プランクトンと、ピコシアノバク

テリアに分かれ、落射蛍光顕微鏡観察における蛍

光の色調によって 3 タイプ（CH-type, PE-type, 
PC-type）に識別されている。顕微鏡観察における

形態的特徴に乏しく、形態から障害の原因生物を

特定することは困難である。これまで、ろ過漏出

障害原因微生物を明らかにすることを目的とし

て、湖沼や浄水場を対象に、クローニング法とい

った分子生物学的手法を用いてピコ植物プラン

クトンの生物相評価を行ってきた。草木ダムを水

源とする桐生市水道局元宿浄水場ではろ過水か

ら緑藻綱の Mychonastes 属と黄金色藻綱の

Spumella 属に近縁なクローンが検出され、ろ過漏

出障害の原因となる可能性が示唆された 2)。 
川崎市上下水道局長沢浄水場において、原水、

沈澱処理水、ろ過水について、16S rRNA 遺伝子

のクローニング法による生物相解析を行ったと

ころ、ピコシアノバクテリアは 7 OTUs(Operational 
Taxonomic Unit)に分かれた 3)。2013 年 6 月から 9
月の原水、沈澱処理水からは PC-type のピコシア

ノバクテリアである Synechococcus sp. 0BB26S03
に近縁なクローンが多く検出された。ろ過水では

PE-type である Synechococcus sp. MH305 に近縁な

クローンの割合が多かった。これらの結果から

Synechococcus 属の種類によって砂ろ過による除

去特性が異なる可能性が示唆された。同浄水場の

各処理工程水について、真正細菌の 16S rRNA 遺

伝子を対象に次世代シーケンサーを用いて微生

物相の評価を行ったところ、従属栄養細菌の割合

が大きく、従属栄養細菌の濁度に対する影響が大

きいことが示唆された 3）。さらに長沢浄水場の原

水、第 4 沈澱処理水、北ろ過水について、16S rRNA
遺伝子アンプリコンシーケンシングを用いて、約

３年間にわたり微生物相について評価を行った

結 果 、 原 水 は Betaproteobacteria 綱 お よ び

Actinobacteria 綱 が 主 要 と な っ た 4)5) 。

Betaproteobacteria 綱の Limnohabitans 属および

Actinobacteria 綱の Ca. Planktophila limnetica は、多
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くの月で主要な微生物であった。第 4 沈澱処理水

は主に Betaproteobacteria 綱の占める割合が高かっ

た。採水時期によっては Actinobacteria 綱、

Gammaproteobacteria 綱、Cytophagia 綱の割合が高

まった。属レベルでは Limnohabitans 属が多くの

月で主要となった。次いで Ca. Planktophila 
limnetica と Saprospirae綱の Sediminibacterium属が

主 要 と な っ た 。 北 ろ 過 水 は 多 く の 月 で

Gammaproteobacteria 綱が主要となった。また、夏

から秋にかけて Alphaproteobacteria 綱が主要であ

った。冬から春にかけて Cytophagia 綱が高まり主

要 と な っ た 。 秋 か ら 春 に か け て

Gammaproteobacteria 綱 の Pseudarcicella 属 と

Crenothrix 属 、 春 か ら 秋 に か け て

Gammaproteobacteria 綱の Enhydrobacter 属、夏季

には Alphaprotoebcteria 綱の Methylobacterium 属が

主要となった。このようにろ過水中の主要な細菌

の消長には季節性がみられる傾向にあるものの、

ダム湖における消長は明らかとなっていない。そ

こで本研究では、16S rRNA 遺伝子アンプリコン

シーケンシングの結果、長沢浄水場で主要であっ

た細菌が実際のダム湖においてどのような消長

を示しているのか検討を行った。 
 
B. 研究方法 
B-1 供試試料 

2016 年 4 月～2017 年 3 月に宮ヶ瀬ダム中央地

点より採水した表層水 (水深 0.5m)、中層水(水深

約 40m) 、底層水(水深約 80m)を用いた。 
B-2 生物相解析  
孔径 0.2μm のポリカーボネート製メンブレン

フィルターを用いて試料を吸引濾過し集菌を行

った。ゲノム DNA を抽出後、真正細菌・古細菌

の 16S rRNA 遺伝子をターゲットとするプライマ

ー 515F、806R を用いて PCR を行い、 NEBNext
Ⓡ Ultra DNA Library Prep Kit for IlluminaⓇ (New 
England BioLabs Inc.)によりライブラリーを作成、

Illumina 社の MiSeq によりア ンプリコンシーケ

ンシングを行った。各試料について得られた 8 
万～ 10 万リードについて QIIME を利用して解

析を行った 
 
C. 研究結果および D. 考察 
 長沢浄水場ろ過水における主要な細菌(ろ過水

において総リード数の 5%以上占めたことのある

細菌)の宮ケ瀬湖における割合を示した(表 1)。長

沢浄水場ろ過水から 18 属が主要な細菌として検

出された。Flavobacterium 属、Sediminibacterium
属、Limnohabitans 属、Crenothrix 属、Methylocaldum
属は総リード数に占める割合が 1%を超え、宮ヶ

瀬湖の細菌群集における主要な構成細菌と考え

られた。 

Crenothrix 属は 5～8 月に底層で割合が高まるこ

とが明らかとなった(図 1)。長沢浄水場ろ過水では

11 月～2 月に割合が高まる。Sediminibacterium 属

は表層から底層にかけて分布することが明らか

となった(図 2)。長沢浄水場ろ過水における検出に

季節性は見られなかった。Methylocaldum 属は中

層・底層で割合が高まることが明らかとなった(図
3)。長沢浄水場ろ過水では 8 月～10 月に割合が高

まる傾向がみられている。Flavobacterium 属は春

季に表層で割合が高まることが明らかとなった

(図 4)。長沢浄水場ろ過水においても春季に割合が

高まる。Limnohabitans 属は年間にわたって表層に

分布することが明らかとなった(図 5)。長沢浄水場

ろ過水における検出に季節性は見られなかった。 
 
E. 結論 
 水源におけるろ過漏出障害原因微生物の季節

的な推移、分布を評価する上で次世代シーケンサ

ーによる 16S rRNA 遺伝子アンプリコン解析は有

用である。浄水場ろ過水における主要な細菌の実

湖沼における分布を調べたところ、表層に分布す

るもの、中層・底層に分布するもの、全層に分布

するものと、細菌の種類によって深度方向の分布

が異なることが明らかとなった。 
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該当なし 
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表 1 長沢浄水場ろ過水の主要な細菌の宮ケ瀬湖における割合 
（ろ過水において総リード数の 5%以上占めたことのある細菌、平均は表層、中層、底層の 1
年間のデータすべての平均値を示す） 

門 or 綱 属 最小(% ) 最大(% ) 平均(% )

A ctinobacteria C andidatus _P lanktophila 0.04% 0.50% 0.12%

B acteroidetes Flavobacterium 0.03% 23.02% 1.53%

B acteroidetes Sedim inibacterium 0.36% 14.54% 3.79%

C yanobacteria Synechococcus 0.00% 0.90% 0.15%

D einococcus-Therm us D einococcus 0.00% 0.00% 0.00%

P lanctom ycetes G em m ata 0.00% 0.26% 0.06%

A lphaproteobacteria M ethylobacterium 0.00% 0.03% 0.00%

A lphaproteobacteria M ethylosinus 0.00% 0.02% 0.00%

A lphaproteobacteria A zorhizobium 0.00% 0.00% 0.00%

A lphaproteobacteria Sphingobium 0.00% 0.02% 0.00%

B etaproteobacteria Lim nohabitans 0.05% 7.15% 1.63%

G am m aproteobacteria C renothrix 0.00% 12.58% 2.58%

G am m aproteobacteria M ethylocaldum 0.00% 6.01% 1.32%

G am m aproteobacteria A cinetobacter 0.00% 1.80% 0.06%

G am m aproteobacteria Enhydrobacter 0.00% 0.02% 0.00%

G am m aproteobacteria P seudom onas 0.00% 0.26% 0.03%

V errucom icrobia O pitutus 0.01% 0.92% 0.45%

V errucom icrobia C andidatus _X iphinem atobacter 0.00% 0.01% 0.00%
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図 1 Gammaproteobacteria 綱 Crenothrix属の鉛直分布 
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図２ Bacteroidetes ⾨ Sediminibacterium属の鉛直分布 
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図 3 Gammaproteobacteria 綱 Methylocaldum属の鉛直分布 

 

 
図 4 Bacteroidetes ⾨ Flavobacterium属の鉛直分布 
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図５ Betaproteobacteria 綱 Limnohabitans属の鉛直分布 
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厚生労働科学研究費補助金 (健康安全・危機管理対策総合研究事業) 

分担研究報告書 

「大規模災害および気候変動に伴う利水障害に対応した環境調和型 

水道システムの構築に関する研究」 

研究課題：高分解能質量分析計を用いた臭気原因物質の探索 

 

研究代表者  秋葉道宏  国立保健医療科学院 統括研究官 

研究分担者  高梨啓和  鹿児島大学学術研究院理工学域工学系 准教授 

研究分担者  下ヶ橋雅樹  国立保健医療科学院生活環境研究部 上席主任研究官 

研究協力者  小倉明生  京都市上下水道局水質管理センター 担当課長補佐 

研究協力者  北村壽朗  神奈川県企業庁水道水質センター 所長 
 

研究要旨 

 水道水の異臭味障害の中で 2 番目の発生頻度となっている生ぐさ臭については、その臭気原

因物質が十分に明らかとなっているとは言い難い。このため、浄水場では、機器分析ではなく

官能試験によって水質管理が行われている。そこで本研究では、水道水生ぐさ臭の臭気原因物

質を同定することにより、現在の官能試験による水質管理に代えて、機器分析による水質管理

に道を開くことを目的とした。 

 臭気原因物質は、予想される物理化学的性質から GC/MS による分析が適していると考えられ

る。このため本年度は、昨年度までの LC/MS による検討に代えて、におい嗅ぎシステムを装備

した GC に高分解能質量分析を接続した GC/MS による検討を実施した。生ぐさ臭の原因生物で

あるウログレナが発生した際に採取した水道原水と、ウログレナの培養液を分析した。両者は、

水源が異なる浄水場関連施設から採取した試料だが、共通する臭気成分が 3 成分発見された。 

A. 研究目的 

水道水の異臭味障害の中で 2 番目の発生頻度と

なっている生ぐさ臭 1)については、原因物質とし

て 1-heptanal 、 (2E,4E)-heptadienal 、

(2E,4Z)-heptadienal 、 (2E,4Z)-decadienal 、

(2E,4E,7Z)-decatrienal2)が指摘されている。しかし、

浄水場では、これらの物質からは生ぐさ臭とは異

なる臭気を感じるとの意見があり、他に原因物質

が存在する可能性がある。このように、十分な知

見が集積されていないことなどから、生ぐさ臭に

ついては、水道法において、物質の濃度ではなく

臭気強度で項目化されている。生ぐさ臭の臭気原

因物質（以下、原因物質）が明らかになれば、詳

細な実態調査、物性値に基づいた効率的な浄水処

理技術の開発などに繋がる可能性があり、有益で

ある。 

以上のように、原因物質の同定は意義深いが、

環境中の微量有機物の同定には困難を伴う。未知

有機物の同定は、一般的に、フーリエ変換赤外分

光光度計（FTIR）による官能基推定、核磁気共鳴

装置（NMR）による構造解析、質量分析（MS）

による分子量測定などにより行われる。しかし、

FTIR や NMR での測定を行うためには、夾雑物を

除去したサンプルが数百 µg 程度必要になる。揮

発性物質と考えられる原因物質を、精製した上で

数百 µg 程度得ることは困難と予想される。 

そこで本研究では、近年の質量分析の進歩を活

用し、原因物質の構造を推定することとした。合

成などにより、推定された構造の物質を入手でき

れば、原因物質の同定が可能である。 

原因物質は、予想される物理化学的性質から、

GC/MS による分析が適していると考えられる。し

かし、未知物質の構造推定には分子量関連イオン

の検出確率が高いソフトなイオン化である

electrospray ionization (ESI)を備え、構造推定に有

効な linear ion trap を備えた高分解能 LC/MS が適

している。このため、LC/MS で被検物質（分析種）

を測定するに必要な誘導体化処理方法を一昨年

度検討し、これを確立した。さらに、昨年度は、

確立した方法を用いて、生ぐさ臭の原因生物であ

る黄色鞭毛藻綱 Uroglena americana（ウログレナ）

が発生した際に採取した水道原水を対象に分析
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「米」および「牛乳」と表現する臭気物質が検出

された RT（補正後の RT）に一致する物質は検出

されなかった。 

 臭気物質の中でイオン化できなかった可能性

が高い物質が多く存在したため、それらの物質が

どのような物質なのかを考察した。考察は、同技

術を用いてイオン化可能な物質を調べることに

より行った。これは、どのような物質がイオン化

できないかの情報がほとんど得られないためで

ある。すなわち、イオン化されやすい物質の部分

構造を推定することによって、本研究でイオン化

できなかった物質がそれらの構造を有していな

い可能性があると考察した。 

 同技術で測定可能とされている 338 物質 3)につ

いて、部分構造を検討した。その際、1 物質につ

いて、最大 5個の部分構造が抽出された。検討の

結果、合計 1,033 個の部分構造が抽出された。そ

の 1,033 個の主な部分構造を見ると、クロロベン

ゼン、有機リン、アミドなどであり、酸素以外の

ヘテロ元素を含む部分構造が大多数を占めた。ヘ

テロ元素を含まないか、炭素と水素および酸素か

ら成る部分構造は、シクロセキセン、エステル、

エーテル、ケトン、三級アルコールなどであった。

昨年度発見した、臭気強度およびウログレナ細胞

数と相関関係が認められる物質は、炭素と水素お

よび酸素から成る物質であり、アルデヒド類と推

定された。検討されている 338 物質の中のアルデ

ヒド類を探したところ 1 物質発見された。しかし、

その物質は、ホルミル基の他に、APCI でイオン

化されやすい三級アミン構造を有していた。この

ため、同物質は三級アミン構造によりイオン化さ

れると考えられる。すなわち、イオン化されやす

い他の官能基を有さないアルデヒド類は、本研究

で用いた APCI ではイオン化されにくいと考えら

れる。これらのことから、本研究で検出された臭

気物質の中でイオン化できなかった物質は、酸素

以外のヘテロ元素を有する可能性や、シクロセキ

セン、エステル、エーテル、ケトン、三級アルコ

ールなどの構造を有する可能性が低い物質と考

察される。 

  

E. 結論 

水道原水とウログレナ培養液に共通する臭気

成分を 3 成分発見した。しかし、本研究で用いた

イオン化法では、それらのうちの 2 成分をイオン

化できなかった。イオン化できた 1 成分の m/z は

146.962 であった。 
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分担研究報告書 

 
研究課題：カビ臭発生予測手法の構築 

 

  研究代表者 秋葉 道宏   国立保健医療科学院 統括研究官 
  研究分担者 清水 和哉   筑波大学生命環境系 准教授 
 

研究要旨 
水源におけるカビ臭発生予測手法の構築を目的とした。水道水源における障害生物の挙動

実態の把握および障害生物やカビ臭発生の制御を実施するには、カビ臭物質産生微生物（藍

藻類や放線菌）の個体群数の定量、カビ臭物質産生の引き金因子の特定、の知見は重要で

ある。これら知見は、カビ臭発生予測手法および障害生物やカビ臭発生の制御の評価手法

の構築に資する。昨年度までの研究成果で、カビ臭物質産生総量は、個体群数と正の相関

関係があることを確認し、一細胞当たりのカビ臭物質産生活性は、増殖が抑えられている

時であった。つまり個体群数をモニタリングすることで、カビ臭発生予測が可能となるこ

とが推察された。一方、産生されたカビ臭物質の局在が明らかにされておらず、産生後、

細胞内に蓄積されるのか、速やかに細胞外に排出されるのか、わかっていない。そこで、

本年度は、個体群数定量に必要なカビ臭物質合成遺伝子の確認および簡易なカビ臭物質産

生藍藻類の定量方法の開発を実施した。ジェオスミン産生藍藻類は、ジェオスミン合成酵

素遺伝子 geoA ホモログを用いて、個体群数を定量できるものの、2-メチルイソボルネオー

ル（2-MIB）合成には、様々な合成に関与するメチルトランスフェレース遺伝子（mts 遺伝

子）が関与するため、発現解析を行った。加えて、形態観察では判別が困難なジェオスミ

ン産生・非産生藍藻類を簡易に識別する方法の開発を試みた。これらの結果、ジェオスミ

ン産生藍藻類として用いた Dolichospermum smithii NIES-824 では、ジェオスミン産生後、細

胞内に保持する傾向にあったが、2-MIB 産生藍藻類として用いた Pseudanabaena galeata 

NIES-512 では、ほとんどが細胞外に局在した。2-MIB 合成に関与する mts 遺伝子の発現量

は、細胞密度が低い増殖初期が最大となり、細胞密度が高い増殖後期では、低かった。一

方、ジェオスミン産生藍藻類の簡易識別法として、geoA 遺伝子を標的とした whole-cell PCR

法（Cell Direct PCR 法）を開発した。 

 以上から、カビ臭発生予測法としてのカビ臭物質産生藍藻類の個体群密度の定量法を開

発するとともに、カビ臭発生前後での上水処理管理に資するカビ臭の局在を明らかにした。 

 
A. 研究目的 

我が国の主な上水水源は、表流水であるた

め気候変動に影響を受けやすいといえる。環

境因子の変動や気温上昇に伴う水温の上昇

は、水源環境微生物群集の代謝に影響を与え

る、とくにカビ臭物質は、水道水質を悪化さ

せる生物由来の水汚染物質である。その産生

原因生物は、二次代謝が発達している放線菌

と藍藻類であり、環境因子の変動に影響を受

けやすいと考えられる。カビ臭物質が、生物

由来の物質であることから、化学物質による

水汚染とは異なり、発生および消失の予測や

発生抑制制御が困難であった。近年のカビ臭

物質産生微生物の分子生物学的知見により、

培養や顕微鏡による手法に加えて、カビ臭物

質産生放線菌 1)や藍藻類 2)の定量手法（早期
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検出技術に応用可能）が構築できると考えら

れる状況となってきた。しかしながら、分子

生物学的解析で標的としているカビ臭物質

合成酵素遺伝子の保存性に関しての知見が

少なく、分子生物学的手法の適用の課題とな

っている。一方、カビ臭発生対策手法の構築

には、どの様な環境因子が引き金となってカ

ビ臭物質産生にいたるのかを解明すること

が必要となる。これは、カビ臭発生予測やカ

ビ臭制御の評価にも重要な知見となるため、

カビ臭物質産生に与える環境因子の解析が

報告されてきた 3-7)。今後、水源池における

カビ臭発生予測手法及びカビ臭発生抑制手

法の確立は、持続的な水質管理に極めて重要

であると広く認識されていることから、室内

実験による環境因子の知見とカビ臭発生現

場における環境因子の知見を総合させ、それ

ら手法を構築することが急務となっている。 

昨年度までに、昨年度までの研究成果で、

ジェオスミン合成酵素遺伝子 geoA ホモログ

や 2-メチルイソボルネオール（2-MIB）合成

に関与する遺伝子メチルトランスフェラー

ゼ遺伝子とシクラーゼ遺伝子は放線菌と藍

藻類間の各遺伝子の相同性は低く、放線菌と

藍藻類を分けた分子生物学的解析が可能で

あると推測された。藍藻類では geoA 遺伝子

ホモログを用いて各「属」を区別でき、「属」

毎の個体群数定量を可能とできることがわ

かった。一方、2-MIB のメチルトランスフェ

レース遺伝子とシクラーゼ遺伝子は、各「属」

を区別できないため、2-MIB 産生藍藻類全体

の個体群数定量となることがわかった。つま

り個体群数をモニタリングすることで、カビ

臭発生予測が可能となることが推察された。

一方、産生されたカビ臭物質の局在が明らか

にされておらず、産生後、細胞内に蓄積され

るのか、速やかに細胞外に排出されるのか、

わかっていない。この知見は、カビ臭発生前

後の水処理プロセスに寄与する。 

そこで、本年度は、個体群数定量に必要な

カビ臭物質合成遺伝子を用いた簡易なカビ

臭物質産生藍藻類の定量方法の開発を実施

した。ジェオスミン産生藍藻類は、ジェオス

ミン合成酵素遺伝子 geoA ホモログを用いて、

カビ臭物質産生活性を定量できるものの、2-

メチルイソボルネオール（2-MIB）合成には、

様々な合成に関与するメチルトランスフェ

ラーゼ遺伝子（mts 遺伝子）8)が関与するた

め、発現解析を行った。加えて、形態観察で

は判別が困難なジェオスミン産生・非産生藍

藻類を簡易に識別する方法の開発を試みた。 

B. 研究方法 
１）藍藻類のカビ臭物質の局在解析 

供試藍藻類は、国立環境研究所微生物系

統保存施設より得た、ジェオスミン産生藍藻

類として、Dolichospermum smithii NIES-824

（Anabaena smithii NIES-824）、また 2-MIB 産

生藍藻類として、 Pseudanabaena galeata 

NIES-512 を用いた。両藍藻類とも標準培地

が CT 培地であり、CT 培地の TN/TP が、8.1

であった。また、CT 培地の窒素成分量を 2

倍量と変化させた改変 CT 培地の TN/TP は、

13.1 であった。培養温度は、28ºC、光強度は、

60.3 µmol/m2/s、明暗周期を 12 h として培養

した。細胞増殖量を示すクロロフィル a

（Chl.a）をホットメタノール法により抽出し、

分析した。カビ臭物質は、固相抽出-GC/MS

法により分析し、カビ臭物質の局在を解析し

た。加えて、P. galeata NIES-512 から全 RNA

を抽出後、ランダムプライマーで cDNA を作

成し、メメチルトランスフェラーゼ遺伝子

（mts 遺伝子）の発現解析を実施した。全て

のサンプル（n=5）は、植菌後 4 日経過する

毎に採取した。 

 

２）カビ臭物質産生藍藻類の簡易識別法・定

量法の開発 

 簡易識別・定量のどちらも実施できる方法

として、PCR 法に着目した。PCR に必要な

機器であるサーマルサイクラーは、近年は、

安価に導入できるため、アガロース電気泳動

装置等を含めた導入コストは、安価になり、

多くの現場において導入が可能であると想

定できる。形態観察で判別が困難なジェオス

ミン産生藍藻類 Dolichospermum sp.を対象と
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し、供試藍藻類は、D. smithii NIES-824 とし

た。識別には、分離藍藻類が、真核生物の藻

類ではなく、原核生物の藍藻類であることお

よび PCR 反応の陽性を判断するコントロー

ルとして、ジェオスミン合成酵素遺伝子

geoA ホモログとともに 16S rRNA 遺伝子も

同時に増幅させる multiple whole-cell PCR 法

の開発を試みた。昨年度に作成した

Dolichospermum sp.が保持する geoAホモログ

のアライメント解析から、複数の PCR プラ

イマーを作成した。本報告書においては、検

討した結果として、最適なプライマーとサー

マルサイクル条件を示す。geoA ホモログ増

幅用プライマーは、 geoA_Doli_540F (5’- 

ccccattgaatacattgaaatgc-3’) 、 geoA_Doli_774R 

(5’- acgctcaactacaagcac 

acag)を用いた。加えて、16S rRNA 遺伝子用

プライマーは、藍藻類ユニバーサルプライマ

ー セ ッ ト で あ る 27F 

(5’-agagtttgatcctggctcag-3’) と 1494Rc 

(5’-tacggctaccttgttacgac-3’)を用いた。DNA ポ

リ メ レ ー ス は 、 MightyAMPTM DNA 

Polymerase Ver.3 (Takara Bio Inc, Shiga, Japan)

を用いた。PCR 反応液の条件は、本ポリメレ

ースの説明書通りに作成した。サーマルサイ

クル条件は、初期変性 98ºC、2 分、30 回の

サーマルサイクル反応; 変性 98ºC、10 秒、

アニーリング 60ºC、15 秒、伸長 68ºC、90 秒、

と設定し、PCR を行った。PCR 結果を確認

するため、2%アガロースによる電気泳動を

行った。 

 

C. 研究結果および D. 考察 

１）藍藻類のカビ臭物質の局在解析とカビ臭

物質合成関連遺伝子の発現量解析 

 

 上水で問題となっているカビ臭物質

は、ジェオスミンと 2-MIB である。しか

しながら、これらの局在について詳細が

わかっていない。この局在の知見は、カ

ビ臭発生時の上水処理プロセスでの対策

に寄与できる。TN/TP に関係せずに、D. 

smithii NIES-824 が産生するカビ臭物質

geosmin は、最大約 1 割が細胞外、つまり溶

存態として存在していることがわかった（図

1）。も総 geosmin 濃度が対数増殖期からほぼ

一定となるものの、溶存態 geosmin 濃度は定

常期から死滅期の間に最大となっている。つ

まり、産生された geosmin は、細胞内に保持

され、定常期から死滅期の間に多くの藍藻類

細胞が溶解等により、geosmin は細胞内から

細胞外へと行こうすると推察された。 

ジェオスミン濃度と細胞量には正の相関

関係があることから、ジェオスミン産生藍藻

類の個体群数の定量は、ジェオスミン発生予

測手法に寄与できる。一方、本研究成果から

細胞内にジェオスミンが、局在していること

から、選択的取水や塩素処理等で細胞破壊を

引き起こす処理を行う前に凝集沈殿処理等

によって藍藻類細胞を除去することは、後段

の水処理プロセスにジェオスミンを極力持

ち込まないことに繋がるため、上水の質の管

理が改善されると考えられる。 

他方、P. galeata においては、TN/TP に関

係せずに総 2-MIB 濃度と溶存 2-MIB 濃度が

ほぼ等しく、2-MIB は産生された後に、速や

かに細胞外に移行しているものと推測され

た。2-MIB は、ジェオスミンと比較して、除

去しにくいといわれていることからも、

2-MIB 産生藍藻類の増殖を確認した場合、早

期に対応を計画する必要があるといえる。

2-MIB 合成の初期に関与するメチルトラン

スフェレース遺伝子（mts 遺伝子）の発現解

析を実施したところ、2-MIB 濃度が増加する

前に、発現量が高いことがわかった（図 3）。

したがって、2-MIB 産生が活発になる際に、

事前にmts遺伝子発現量が上昇する可能性が

あり、環境モニタリング解析により確認され

れば、2-MIB 発生に対応する早期計画を立

案・実行が可能となる。 

 

２）カビ臭物質産生藍藻類の簡易識別法・定

量法の開発 

 

 ジ ェ オ ス ミ ン 産 生 藍 藻 類 で あ る

Dolichospermum sp.（Anabaena sp.）は、ジェ
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オスミン産生株と非産生株が、水源において

それぞれ高密度で発生するため、管理してい

る水源にて確認された Dolichospermum sp.

（Anabaena sp.）が産生株なのか非産生株な

のかを判別することは、極めて重要である。

しかしながら、形態観察では判別が困難であ

り、簡便な方法での判別が求められている。

ジェオスミン産生株の指標としては、ジェオ

スミン合成酵素遺伝子 geoA、PCR のポジテ

ィブコントロールとしても 16S rRNA 遺伝子

を標的として、DNA 抽出を必要としない

multiple whole-cell PCR 法を実施した。この

結果、geoA 遺伝子ホモログと 16S rRNA 遺伝

子の増幅を確認した。PCR 法をこれまでに実

施したことがない未経験者に講習の上、本試

験を実施して頂いたところ、同様に結果を得

ることができた。このため、講習後であれば

未経験者も実施できる試験法と期待できる。 

 今後は、検出感度の向上やジェオスミン産

生藍藻類の半定量法の確立および本手法を

用いた環境モニタリングの実施、2-MIB 産生

藍藻類の識別法を確立していく必要がある。 

 

E. 結論 

 カビ臭物質産生微生物個体群数の増加と

カビ臭物質濃度の間には正の相関関係があ

り、個体群を定量することで、カビ臭発生予

測を可能となることが推測された。カビ臭物

質の局在は、ジェオスミンは細胞内に、

2-MIB は細胞外（溶存態）に多く存在するこ

とが明らかになった。以上は、浄水処理プロ

セスの管理に資する知見である。一方、水源

におけるジェオスミン産生株のモニタリン

グのために、形態観察では困難なジェオスミ

ン産生藍藻類の識別に有効と期待できる

multiple whole-cell PCR 法を開発した。本手

法は、半定量的な手法へと発展も可能である

ことから、qPCR 装置を導入していない施設

においても有効な手法となると期待できる。 
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研究要旨 

本研究では，異臭味対策として広く使用される粉末活性炭（粉炭）に注目し，(I)様々な

条件での粉炭の異臭味原因物質吸着特性を実験的に明らかとして，その合理的な使用率決

定のための基礎情報を整理すること，ならびに，(II)代表者らがこれまで作成してきた浄水

薬品調達データベースをもとに，活性炭調達のエネルギー消費量評価や災害時の脆弱性を

評価するためのデータベースに発展させることを目的とした。(I)については，全国 21 か所

の水道原水中での 2-MIB の粉炭への平衡吸着量を実測し Freundlich 式で整理したところ，1 

μg/L の 2-MIB 平衡濃度下では，超純水中に比べて，水道原水では平衡吸着量が 38～75%

に低下することがわかった。また，励起波長 220 nm／蛍光波長 415 nm の蛍光強度と吸着量

低下に比較的高い線形相関関係がみられた。吸着前後の EEM の変化，及び分子量分布測定

の結果から，分子量 1～3 kDa 程度の Ex220/Em415 付近に特徴的なピークを有する有機物が，

水道原水中での 2-MIB 平衡吸着に対する競合成分の一つと推測された。また，5 種類の粉炭

に対する Geosmin と 2-MIB の吸着量を確認したところ，Geosmin のほうが吸着されやすい

ことが確認された。また，石炭系粉炭では，構造の違いが吸着質に与える影響の違いの可

能性が示唆された。さらに，各浄水場と活性炭の生産能力を可視化するデータベースを作

成した。また，このデータベースを活用して，各自治体における薬品調達の脆弱性を評価

する手法を確立した。 

 

A. 研究目的 

温暖化による流域水温の上昇や，連続的な少雨

による水質の悪化は，水道障害生物の生育を活性

化し，結果として異臭味原因物質の生成を促す懸

念がある。異臭味原因物質除去対策としては，オ

ゾン－活性炭処理の他，粉末活性炭（粉炭）の投

入が広く行われているが，その使用に伴う環境負

荷が高く[1]，そのコスト削減とあわせて，合理的

な使用率の決定が求められている。また，粉炭は

突発的な水質事故の対応にも用いられるもので

あり，大規模災害時の調達の脆弱性についても把

握しておくことが重要である。 

本研究では，(I)粉末活性炭の異臭味原因物質吸

着特性を実験的に明らかとして，その合理的な使

用率決定のための基礎情報を整理すること，なら

びに，(II)代表者らがこれまで作成してきた浄水薬

品調達データベース[2]をもとに，活性炭調達の脆

弱性を評価するためのデータベースに発展させ

ることを目的とした。(I)については，(a)水道原水
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中での 2-メチルイソボルネオール（2-MIB）の粉

末活性炭への吸着特性の把握と，(b)様々な粉末活

性炭への 2-MIB とジェオスミン（Geosmin）の吸

着挙動を実験的に明らかとした。(II)については，

国内の活性炭生産能力を把握し，浄水場とあわせ

て可視化しうるデータベースを作成するととも

に，活性炭入手における脆弱性の評価手法の確立

を試みた。 

 

B. 研究方法 

(I)-a 水道原水中での 2-MIB 平衡吸着挙動 

水道原水は全国 21 浄水場（北海道 2，東北 2，

関東 6，中部 2，近畿 5，中国 1，九州沖縄 3）に

おいて，平成 29 年 9 月 14 日から 26 日の間に採

取されたものを用いた。それぞれ A～U とコード

名を付したが，後述の結果も含めて，表 1 に示す。

各浄水場にてガラス瓶に水道原水を満水の状態

で採取し，冷蔵便にて国立保健医療科学院に送付

し，4℃にて使用時まで冷暗保存した。吸着実験

に際しては，遠心分離器（テーブルトップ遠心機

4000，久保田商事）により 3000 rpm で 10 分間遠

心分離した後，上清を採取して使用した。 

粉炭は日本水道協会規格に適合した市販の木

質系粉炭で，50 %粒子径14.8 μm，細孔表面積1,162 

m2/g（窒素吸着，BET），0.41 nm に細孔容積ピー

ク（窒素吸着，HK プロット）を有するものを使

用した。購入後，室温にて保存し，吸着実験及び

粒径分布測定には特段の前処理は行わずに供し

た。細孔分布測定には，ロータリーポンプ真空乾

燥下 100℃にて一晩処理した後，ターボ分子ポン

プ真空乾燥下 300℃にて 8 時間処理したものを用

いた。 

超純水を用いた実験や試料の希釈には，超純水

製造装置（MilliQ A10，Millipore）によって製造し

た水を用いた。2-MIB は，2-メチルイソボルネオ

ール標準原液 0.1 mg/mL-メタノール溶液（関東化

学）を1,000 μg/Lとなるように超純水で希釈し，

2-MIB 保存溶液とした。 

平衡吸着量は，固相マイクロ抽出－ガスクロマ

トグラフ－質量分析法（SPME-GC/MS）用のバイ

アル瓶を用いた簡便な方法を採用した。まず，粉

炭を 0.1 mg から 2 mg の範囲で概ね対数的に等間

隔となるように段階的に精秤し，SPME 用バイア

ル（20 mL，Agilent Technology）にそれぞれ添加

した。ここに，バイアル瓶内の 2-MIB 濃度が 100 

μg/L となるように超純水または各水道原水 9 mL

及び 2-MIB 保存溶液（1,000 μg/L）1 mL を加え，

すみやかにクリンプキャップ（10/20mL 用，Agilent 

Technology）でバイアルを密栓した。その後概ね

25℃程度の室温下で往復振とう機（SR-2，TAITEC）

を用いて 100 r/min の速度で 24 時間水平振とうし

た。また，対照として粉炭を添加せずに超純水及

び各水道原水 9 mL に 2-MIB 保存溶液 1 mL を加

え，上記と同様の操作を行った。 

振とう後は，SPME-GC/MS システム（Agilent 

5973C GC/MSD，Agilent 及び  Multiple Sampler 

MPS，Gerstel）を用いて，表 2 に示した条件によ

り各試料水の 2-MIB 濃度を測定し，式(1)から吸着

量を算出した。 

q = (C0-C) / Wpac・・・・・・・・・・(1) 

ここで q は活性炭への吸着量（μg-吸着質/mg-活性

炭），C は粉炭処理後における 2-MIB 濃度（μg/L），

C0 は対照水（粉炭無添加）における 2-MIB 濃度

（μg/L）， Wpac は添加した活性炭添加濃度（mg/L）

である。なお，カビ臭原因物質の標準測定法で行

われる NaCl，内部標準液の添加，サンプルの加温，

及び SPME 装置での攪拌は，吸着平衡への影響を

避けるために行わなかった。 

振とう終了から 2-MIB 濃度測定までにかかる

時間は試料により異なり，24 時間の振とうで吸着

平衡に達していなければ，同条件での比較ができ

なくなる。そこで，測定終了後の試料を適宜翌日

再測定して濃度変化がないことを確認した。 

この平衡吸着実験で得られた結果は Freundlich

式（式(2)）にて整理した。 

q = kC1/n・・・・・・・・・・(2) 

ここで，q は活性炭への平衡吸着量（μg-吸着質

/mg-粉炭乾燥重量），C は平衡濃度（μg/L），k 及

び 1/n は吸着定数である。なお，粉炭の乾重は，

使用した粉炭を 105℃で 2 時間以上乾燥させて含

水率を測定して算出した。 

また，水道原水中のどのような成分が 2-MIB の

活性炭吸着に対して競合を引き起こすのかを明

らかにするため，遠心ろ過後の各原水の pH，全

有機炭素（TOC），紫外 254 nm 吸光度（λ254）及

び三次元蛍光マトリックス（EEM）の測定を行っ
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た。pH は pH メーター（LAQUA F-74，堀場製作

所）を用いて測定した。TOC は，全有機炭素計

（TOC-V CPH，島津製作所）を用いて不揮発性有

機炭素（NPOC）を測定し，TOC 値を求めた。λ254

測定は，分光光度計（UV-1800，島津製作所）を

用いて，1 cm 石英セルで 254 nm の吸光度を測定

した。EEM測定には3次元蛍光測定装置（Aqualog，

堀場製作所）を用い，励起波長を 220～800 nm，

増分 3 nm，蛍光波長を 150.34～926.16 nm，増分 

2.33 nm として測定した。また，硫酸キニーネ標

準液（10 μg/L）を用いて蛍光強度の相対化を行っ

た。 

さらに，Freundlich 式パラメータ k と蛍光強度

（励起 220 nm，吸収 415 nm，Ex220/Em415）を参

考とし，それぞれ最低値及び最高値となった P を

含めてサンプル全体を網羅する代表的な 4 つの水

道原水（I，P，T，U）について，粉炭処理による

EEM 変化の測定，及びゲルクロマトグラフィーに

よる分子量分画を行った。 

EEM 測定では， 50 mL の樹脂製遠心管

（Centrifuge Tube，IWAKI）に，それぞれの原水

を 40 mL，及び粉炭を 3.6 mg（乾燥重量）添加し，

約 25℃の室温下で 24 時間往復振とうを行った。

粉炭処理前後に，EEM を測定して比較した。なお，

EEM測定にあたっては事前に孔径 0.45 μmのメン

ブランフィルター（Millex-LH，Millipore）により

ろ過した試料を用いた。 

分子量分画では，低温高温水槽（PFR1000，

EYELA）及び凍結乾燥機（FDU-2100，EYELA）

を使用して，1 L の原水を約 40 mL に凍結乾燥濃

縮し，膨潤度 12~15，分画分子量範囲 3~80 kDA

のゲル（Sephadex G-75Fine，GE ヘルスケアジャ

パン）を上部，膨潤度 4~6，分画分子量範囲 1~5 

kDA のゲル（Sephadex G-25Fine，GE ヘルスケア

ジャパン）を下部とする 2 層構造として充填した

内径 26 mm，長さ 300 mm のカラムを用いて分画

した。濃縮した原水試料をカラム上部から 10 mL

滴下し，ペリスタティックポンプ（PST-100，IWAKI）

及びフラクションコレクター（ FRACTION 

COLLECTOR FRC-2120， IWAKI）を用いて 1 

mL/min の速度で 5 mL ずつ分画を行い，合計 40

本の分画試料（フラクション）を得た。また，分

子量マーカーとして平均分子量 3 kDa のポリエチ

レングリコール（PEG3,000：ポリエチレングリコ

ール 4,000 和光 1 級，和光純薬工業）及び分子量

1 kDa のポリエチレングリコール（PEG1,000：ポ

リエチレングリコール 1,000 和光 1 級，和光純薬

工業）の分画を行い，溶出位置を確認した。得ら

れたフラクションは TOC 測定を行った。また，

代表的なフラクションについては EEM 測定も行

った。 

(I)-b 様々な粉炭でのカビ臭原因物質吸着挙動 

粉末活性炭は，原料や粒径分布の異なる 5 種類

a~e を用いた。このうち，a，b 及び d は粉末活性

炭として販売されているものをそのまま用い，c

及び e は粒状あるいは顆粒状として販売されてい

るものを粉砕し使用した。粒度分布はレーザー回

折式粒度分布測定装置（SALD-3100，㈱島津製作

所）を用いて測定した。Geosmin 及び 2-MIB は水

質試験用（関東化学㈱，0.1 mg/mL-メタノール溶

液）を超純水で希釈したものを用いた。それぞれ

の物理学的特性を表 4 に示す。吸着平衡量は，(I)-a

と同様に，固相マイクロ抽出ガスクロマトグラフ

ィ質量分析（SPME-GC/MS）用のバイアル瓶に活

性炭を 0.03～7.1 mg-dry の範囲で適当な間隔をお

いて精秤，添加し，Geosminあるいは 2-MIB 100 μ

g/L 溶液を 10 mL 加えた。その後，25℃にて 24 時

間以上往復振盪した後に，25℃にて SPME-GC/MS

システムを用いて分析した。分析条件は(I)-a と同

じく表 2 のとおりである。分析結果は Freundlich

式（式(2)）で整理した。また，参照として，フェ

ノールの吸着平衡も測定した。フェノール濃度は

分光光度計（UV-1800，島津製作所）を用いて

270nm の吸光度で測定した。 

(II) 粉炭の調達に関する脆弱性の評価 

今回の検討では，粉末活性炭の製造量の集計が

入手できなかったため，活性炭としての生産能力

を示すこととした。平成 14 年度から平成 26 年度

の都道府県別の活性炭産出事業者数，出荷金額，

出荷数量を化学工業統計[5]から得た。また，秘匿デ

ータのない事業者数については，この期間の年平均

産出事業者数を計算し，計算結果を GIS にて表示し

た。また，全国の浄水場については，所在地，施

設能力，平均配水量のデータ全国浄水場ガイド[3]

から得た。所在地の GIS マッピングには，東京大

学のアドレスマッチングサービス[4]を用い，作図

には ArcMAP 10.2.2（ESRI Japan）を用いた。 
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調達における脆弱性の評価デモンストレーション

は，浄水場 3 ヶ所（X，Y：本州，Z：本州以外）を想定

して行った。活性炭工場は，化学工業会社録[5]なら

びに現有の浄水薬品データベース[2]を参照として，

判明分のみを対象とした。各浄水場からそれぞれの

活性炭工場までの距離及び移動時間を，Google マ

ップ[6]にて計算し，それぞれの浄水場から近い順に

ならべて，グラフにて表現した。 

 

C. 研究結果及び D. 考察 

(I)-a 水道原水中での 2-MIB 平衡吸着挙動 

超純水及び水道原水 21 試料（A～U）から得られ

た，pH，TOC，λ254，Freundlich パラメータの結果は，

表 1 に記している。なお，24 時間振とう後に 2-MIB

濃度測定を行った後，その翌日に同サンプルの

2-MIB の濃度を適宜測定したが，前日との測定値の

差は 5~10 %程度であり，測定誤差と同程度であった

ため，24 時間振とうにより平衡濃度にほぼ達したと判

断した。 

試料における吸着等温線を図 1 に示す。吸着等

温線は，検体数が多く混成を避けるため，3つの原水

種別に分けて示す。また，図中には決定係数を示す

が，水道原水によって実験点数に違いがあることから，

ここでの決定係数は自由度調整済み決定係数（R2’）

とする。今回の研究では，吸着等温線は少なくとも 4

プロット以上から作成している。その R2’値をもって再

現性を判断した。その結果，ほとんどの系で R2’値が

0.8 を超え，最低の N においても 0.68 であり，妥当な

再現性を有していると判断した。 

2-MIB 飽和濃度 1μg/L に対する平衡吸着量

(μg/mg)を示す Freundlich 式パラメータ k は，表 2 の

とおり，超純水が 3.09 であった。これに対してすべて

の水道原水の k は超純水のそれよりも低い値となっ

ており，最低は水道原水 P で 1.18，最高でも原水 K

で 2.32 と，超純水の 38 から 75%の値となった。 

原水水質と Freundlich 式パラメータ k の関係を図 

2（pH），図 3（TOC），図 4（λ254）に示す。なお，図

中に示す決定係数 R2 は自由度調整を行っていない。

pHについては，kに対する影響はほとんどなかった。

一方，TOC，λ254 ともに値が高くなると k が低下する，

つまり 2-MIB の吸着量が低下する傾向にあり，TOC

では，R2=0.19（超純水を含めると 0.39），λ254 では，

0.26（超純水を含めると 0.40）となった。このことから，

原水中の有機物が 2-MIB の吸着量を低下させてい

るものと推測される。 

EEM に つ い て は ， 全 て の 原 水 に お い て

Ex220/Em415 付近に特徴的なピークが確認された。

Ex220/Em415と Freundlich式パラメータ kとの関係を

図  5 に示す。さきの TOC や λ254 と同様に，

Ex220/Em415 の増加に伴い 2-MIB 粉炭吸着量の低

下がみられた。またその相関性は，TOC，λ254 と比較

して高かった（R2=0.30（超純水を含めると 0.51））。 

以上のことから，溶存有機物，特に λ254 や，

Ex220/Em415 の高い物質が，粉炭の 2-MIB 平衡吸

着において競争的に働くことがわかった。また，

Ex220/Em415 における蛍光強度で最も高い相関性

が確認され，粉炭必要量の予測を行ううえで適した指

標であると考えられた。 

水道原水 I，P，T，U における粉炭処理前後の

EEM の変化は，強度の差はあるものの同じ傾向を示

した。一例として水道原水 P の粉炭処理前後の EEM

の結果を図 6 に示す。上段は粉炭処理前，下段は

処理後の EEM 画像である。また，吸着前後の TOC

及び EEM 強度（対象波長±10nm の強度平均値）の

変化を表 3 に示す。先述のとおり粉炭処理前の水道

原水は Ex220/Em415 周辺を中心に蛍光強度ピーク

がみられ，粉炭処理後は，それが大きく減少している。

さらに，表  3 のとおり TOC の除去率に対して

Ex220/Em415の除去率が 1.4～2.1倍程度高くなって

いる。このことから，Ex220/Em415 付近の成分が優先

的に吸着され，2-MIB との競合吸着に関わっている

可能性が示唆された。 

さらに，水道原水 I，P，T，U の分子量分画による

各フラクションの TOC 測定結果を図 7 に示す。4 種

の水道原水で共通してフラクション No.25 前後の位

置に TOC のピークが現れた。PEG3000，PEG1000 の

測定結果から分子量 3 kDa及び 1 kDaがフラクション

No.18，No.28 の位置にあることを確認しており，これ

らの水道原水でみられた TOC ピークは 1～3 kDa 程

度の比較的低い分子量を持つことが分かった。また，

各水道原水を濃縮した試料全体に占めるフラクショ

ン No.18～28 の TOC の割合は 20～46％であった。 

フラクション No.18～28 の TOC 合算値，すなわち

1～3 kDa 程度の分子の存在量と Freundlich 式パラメ

ータ k の関係を図 8 に示す。試料が 4 点と少ないが，

1～3 kDa 程度の分子の存在量とパラメータ k の間に

は相関があり，この範囲の分子量の物質が多く存在

すると 2-MIB の粉炭吸着量を低下させることが示唆
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された。 

以上より，Ex220/Em415 付近に特徴的なピークを

有する，分子量 1～3 kDa 程度の有機物が，水道原

水中での 2-MIB 平衡吸着に対する競合成分の一つ

と推測された。 

(I)-b 様々な粉炭でのカビ臭原因物質吸着挙動 

2-MIB，Geosmin，及びフェノールの吸着等温線

を図 9（石炭系粉炭），及び 10（木質・ヤシ殻系粉炭）

に示す。また，Freundlich 式にフィッティングした場合

の各パラメータを，表 5 に示す。Freundlich パラメータ

kすなわち1 [μg･L-1]に対する吸着量は，Geosminの

吸着量は 8.2～31.9 μg/g であったのに対し，2-MIB

は 0.8～3.4 μg/g であり，概ね 1 オーダー異なる吸着

量となり，今回使用した活性炭に対しては，Geosmin

のほうが吸着除去しやすいことがわかった。また活性

炭の種類で見た場合，石炭系（図 9）では，フェノー

ルと Geosmin では，粉炭 c のほうが吸着量が多かっ

たが，2-MIB では粉炭 d のほうが多くなった。粉炭 c

と d の物理学的構造を比較すると，表面積には大き

な違いはないが，粉炭 dのほうが，ミクロ孔に比べてメ

ソ＋マクロ孔が多い。この結果から，2-MIB は石炭系

活性炭では，より粒径の小さい，あるいはメソ孔，マク

ロ孔の多い活性炭での平衡吸着量が多くなった。一

方，木質・ヤシ殻系では，Geosmin，2-MIB ともに，a

＞e＞b の順で吸着量が多くなった。フェノールにつ

いては a と e で測定したが，両者に差は見られなかっ

た。 

(II) 粉炭の調達に関する脆弱性の評価 

全国の都道府県別活性炭産出状況ならびにい

くつかの生産工場，及び浄水場のデータベースが

作成された。このデータベースをもとに作図した，

全国の活性炭産出事業者数及び浄水場位置を図

11 に示す。図より，浄水場の全国的な広がりに対

して，活性炭製造事業所は，関東から西日本にか

けて多く，北日本で少ないことがわかる。粉炭は

輸入によるものもあり，必ずしも国内の生産能力

だけが供給能力となるわけではないが，化学工業

統計に基づいた形で国内の活性炭供給能力が可

視化できた。 

また，各浄水場 X，Y，Z から工場までの距離

と輸送時間をそれぞれ図 12，13 に示した。図よ

り，浄水場 Z は最も近いところで 1,370 km，時間

として 32 時間を要し，その調達におけるエネル

ギーが高いことがわかる。一方，X，Y を比較し

た場合，X は 5 時間以内に 9 ヶ所の工場があるの

に対して，Y は 5 ヶ所である。大規模災害の状況

により解釈は異なるが，例えば道路の寸断等によ

り，最寄りの工場からの調達が困難となった場合

には，Y のほうが X より脆弱であるといえる。 

ここで示したものは調達方法のデモンストレ

ーションであり，工場については今回情報が入手

できたもののみを対象としている。さらに詳細な

検討には，今後，工場に関する情報をアップデー

トする必要はあるが，災害に対する脆弱性評価の

ための活性炭の生産と需要のデータベースの構

築とあわせ，その評価手法を例示することができ

た。 

 

E. 結論 

(I)-a 水道原水中での 2-MIB 平衡吸着挙動 

全国 21 か所の水道原水中での 2-MIB の粉炭へ

の平衡吸着量を実測し Freundlich 式で整理したと

ころ，1 μg/L の 2-MIB 平衡濃度下では，超純水中

に比べて，水道原水では平衡吸着量が 38～75%に

低下した。また，励起波長 220 nm／蛍光波長 415 

nm の蛍光強度と吸着量低下に比較的高い線形相

関関係がみられた。また，TOC，λ254 についても

ある程度の相関性がみられた。さらに，4 か所の

水道原水における吸着前後の EEM の変化，及び

分子量分布測定の結果から，分子量 1～3 kDa 程度

の Ex220/Em415 付近に特徴的なピークを有する有

機物が，水道原水中での 2-MIB 平衡吸着に対する

競合成分の一つと推測された。 

(I)-b 様々な粉炭でのカビ臭原因物質吸着挙動 

5 種類の粉炭に対する Geosmin と 2-MIB の吸着

量を確認したところ，Geosmin のほうが吸着され

やすいことが確認された。また，石炭系粉炭では，

構造の違いが吸着質に与える影響の違いが確認

でき，今回用いた 2 種の粉炭では，2-MIB はより

粒径の小さい，あるいはメソ孔・マクロ孔が多い

粉炭により多く吸着する傾向がみられた。 

(II) 粉炭の調達に関する脆弱性の評価 

国内の活性炭生産能力と浄水場の分布を可視

化できるデータベースを作成した。また，このデ

ータベースを活用して，各自治体における薬品調

達の脆弱性を評価する手法が例示できた。 

 



84 
 

 

F. 健康危険情報 

 該当なし 

 

G. 研究発表 

1) 論文発表 

 該当なし 

 

2) 学会発表 

下ヶ橋雅樹，藤井隆夫，高梨啓和，秋葉道宏．水

道におけるカビ臭物質の吸着に与える活性炭

構造の影響, 化学工学会第 83 年会, 2018 年 3

月, 吹田市, 同講演オンライン要旨 O220. 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 (予定も含む。) 

1) 特許取得 

 該当なし 

 

2) 実用新案登録 

 該当なし 

 

3) その他 

 該当なし 
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表 1 実験に使用した原水とその水質及び Freundlich 式パラメータ 

 
 

表 2 SPME-GC/MS 測定条件 

 
 

 

原水種別*

k 1/n
超純水  - ND ND 3.09 0.56

A ① 7.7 1.5 0.059 1.57 0.41
B ① 7.6 1.2 0.036 1.88 0.37
C ① 7.9 1.5 0.039 2.10 0.48
D ① 7.7 1.1 0.042 1.57 0.43
E ① 7.6 1.1 0.027 1.90 0.40
F ① 7.4 1.2 0.036 1.51 0.35
G ③ 7.5 1.4 0.046 1.60 0.41
H ③ 7.3 1.0 0.048 1.88 0.50
I ① 7.7 2.1 0.105 1.36 0.47
J ① 7.6 1.1 0.035 1.73 0.35
K ② 7.5 1.9 0.059 2.32 0.62
L ① 7.8 1.4 0.047 1.22 0.34
M ① 7.6 1.4 0.047 1.89 0.49
N ② 7.6 1.6 0.028 1.60 0.36
O ① 7.6 0.9 0.033 1.85 0.50
P ② 8.3 3.5 0.099 1.18 0.36
Q ② 7.6 2.3 0.078 1.57 0.42
R ② 7.4 2.2 0.098 1.48 0.47
S ③ 8.0 1.7 0.053 1.53 0.33
T ① 7.8 1.3 0.038 2.20 0.45
U ① 7.7 1.6 0.036 2.01 0.58

* 水道統計5)をもとに、①：表流水（自流）かつ/またはダム放流、②：湖沼水ま
たはダム直接、③：その他（①と②の混合、及びそれ以外）　に分類

pH
TOC

(mg/L)

UV
254nm
( - )

Freundlich式
パラメータ

SPME Multipurpose Sampler MPS (GERSTEL Corp.)
GC/MS MSD 5983 (HEWLETT PACKARD Corp.)

フ ァ イ バ ー ： 65μm PDMS-DVB Coating

試 料 量 ： 10mL
加 熱 温 度 ： 25℃
抽 出 時 間 :  30min

カ ラ ム ： DB-5ms (0.25mm I.D*60m, df=0.1μm)
注 入 法 ： スプリットレス
注 入 温 度 ： 250℃
オー ブン 温度 ： 40℃(1min)-(10℃/min)-250℃(1min)
注 入 口 温 度 ： 250℃
イオン源 温度 ： 230℃
モニターイオン ： (SIM) 95, 107, 108

SPME

GC

MS
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表 3 粉炭処理による TOC 及び EEM 除去率比較 

 

 

表 4 (I)-b にて使用した粉炭の粒径，及び細孔分布 

活性炭 材料 
d50 

[μm] 

ミクロ孔 

（d=0.3~2nm） 

[cm3 g-1] 

（割合%） 

メソ孔 

（d=2~50 nm) 

[cm3 g-1] 

（割合%） 

マクロ孔 

(d=50nm~) 

[cm3 g-1] 

（割合%） 

BET 表

面積 

[m2/g] 

a 木質 15 0.47 (83) 0.08 (14) 0.02 (3) 1,163 

b 木質 9 0.40 (35)  0.60 (53) 0.14 (12) 955 

c 石炭 30 0.39 (68) 0.16 (28) 0.02 (4) 970 

d 石炭 23 0.39 (78) 0.10 (20) 0.01 (3) 913 

e ヤシ殻 42 0.65 (86) 0.08 (11) 0.02 (3) 1,578 

 

表 5 Freundlich パラメータ 

AC 原料 
2-MIB Geosmin Phenol 

k 1/n k 1/n k 1/n 

a 木質 3.43 0.57 31.87 0.81 4.16 0.32 

b 木質 1.09 0.37 8.18 0.51 - - 

c 石炭 0.84 0.58 16.37 0.46 8.70 0.28 

d 石炭 1.31 0.55 8.78 0.63 8.07 0.23 

e ヤシ殻 2.57 0.65 17.35 0.63 5.10 0.32 

  

処理前 処理後 除去率 処理前 処理後 除去率 処理前 処理後 除去率

I 2.3 1.4 39% 4.8 1.6 67% 1.3 0.9 31%

P 3.9 2.4 38% 5.5 1.2 78% 2.6 1.1 58%

T 1.4 0.5 64% 2.5 0.3 88% 1.3 0.5 62%

U 1.9 0.9 53% 2.3 0.5 78% 0.9 0.2 78%

EEM　225/295EEM　220/415TOC (mg/L)
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図 1 各水道原水中での 2-MIB 吸着等温線 
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厚生労働科学研究費補助金 (健康安全・危機管理対策総合研究事業) 

「大規模災害および気候変動に伴う利水障害に対応した環境調和型 

水道システムの構築に関する研究」 

分担研究報告書 

 

研究課題：平成 28 年台風 10 号による水道施設被害調査 

 

研究代表者 秋葉 道宏  国立保健医療科学院 統括研究官 

研究分担者 下ヶ橋 雅樹 国立保健医療科学院 上席主任研究官 

研究協力者 三浦 尚之  国立保健医療科学院 主任研究官 

研究分担者 西村 修   東北大学大学院工学研究科 教授 

研究協力者 佐野 大輔  東北大学大学院工学研究科 准教授 

 

研究要旨 

平成 28 年台風 10 号によって甚大な被害をうけた岩手県下閉伊郡岩泉町の視察を行った。

取水設備の流出や浄水設備の水没等，同地の水道設備が依存する，山間部の小さな河川の

急激な水位変化に伴う被害の大きさを確認した。また，北海道地域での簡易水道での被害

と降水の関係を，水源流域を含めた形で可視化することで，水源流域での降水の様子が明

らかとなった。さらに，南富良野町幾寅では，今回被害をもたらした降水が，同観測地点

の過去 40 年間に例を見ない豪雨であり，気候変動によって増加する懸念のある豪雨対策の

重要性が伺えた。 

 

A. 研究目的 

気候変動に伴う異常気象や，地震等の大規模災

害に適応しうる水道システムの構築は，将来にわ

たって，安全で快適な水道を継続するうえで重要

である。特に近年は，気候変動が起因していると

考えられる，異常気象に伴う水道施設損壊の被害

が目立ってきている。 

平成 28 年 8 月 30 日に台風 10 号が観測史上初

めての進路で岩手県大船渡市付近に上陸し，岩手

県宮古市や北海道上士幌町では記録的な大雨と

なった。その結果，取水施設や管路等の損壊や水

源の濁りによる断水という深刻な利水障害が起

きた 1)。昨年度の本研究事業報告書では，市町村

ごとに最大断水戸数，断水期間，及び断水原因を

整理し，8 月 29〜31 日の 3 日間降水量，市町村別

の最大断水戸数・断水期間，台風進路，水道給水

エリアの情報を地理情報システム（GIS）を用い

て統合し，断水被害の分布を解析した。本報告で

は，岩泉町の現地視察により，山間部渓谷の取水

施設の流出や，同町を流れる小本川の氾濫による

浄水施設の冠水被害状況を確認するとともに，そ

の後の追加情報をもとに北海道地区での被害を

整理した。 

 

B. 研究方法 

平成 29 年 8 月 2 日に岩手県下閉伊郡岩泉町へ

の視察を行った。当日，午前中は岩泉町役場上下

水道課でのヒアリングを行い，午後には二升石簡

易水道松橋浄水場，及び門簡易水道袰綿浄水場取

水施設・門浄水場の被害状況を視察した。北海道

に関しては札幌市水道局の調査報告等[1]を参照

としつつ，GIS 上に断水地域のみならずその水源

流域についても表現し，降水と断水の関係を可視

化した。GIS 解析には ArcGIS Desktop（ESRI ジャ

パン）を用いた。また，空知郡南富良野町幾寅で

の過去 40 年間の日最大降水量を用いて，確率降

水プロット[2]を行った。 
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C. 研究結果及び D. 考察 

岩泉町のヒアリングにより，同町の復旧に関する状

況が明らかとなった。仮復旧は平成 28 年 10 月から

11 月，測量調査は平成 28 年 10 月から 12 月，災害

査定は平成 29 年 1 月にそれぞれ行われた。また，

工事は平成 29 年 3 月から実施された。 

図 2 は二升石簡易水道松橋浄水場の様子である。

図中，仮設の取水設備とあるが，本来，上流部にあ

った取水設備の損壊により，このような取水設備によ

る取水が行われていた。当該浄水場の付近にあった

建物も土石流による大きな被害を受けていた。図 3

は門簡易水道袰綿浄水場取水施設の様子である。

砂防ダムを利用した取水施設が流出してしまい，そ

の残骸を残していた。図 4 は門浄水場の様子である。

小学校に隣接する同浄水場は，小本川の氾濫により

ポンプ設備，制御盤が浸水した。現地を視察すること

により，急激な流量変化をもたらす異常気象の水道

への影響の大きさが再確認された。そもそも，気候変

動の影響は小さな流域で顕在化しやすく，山間部で

は過去に例をみない急激な増水による，想定外の土

砂災害の発生も懸念される。今回の視察先はその典

型的な一例といえ，こういった水位変動の激しい山間

部の設備に依存する水道では，今後の気候変動に

伴う豪雨リスクの増加を十分に把握し，それに適応し

た設備の構築が求められる。一方で，小規模水道で

の職員不足も深刻化している。今回の岩泉町におい

ても，盛岡市水道局からの復旧支援としてスタッフが

長期派遣されていた。今後の人口減少を見据えたう

えでの連携体制の構築が重要であることは自明であ

るが，その根拠となる十分な気候変動リスク予測が求

められることを再認識した。 

図 5 は北海道における断水地域と，その地域に

給水している水源流域に対して，降水量を棒グラフ

にて示したものである。台風の中心自体は北海道を

通過しなかったものの，日高山脈沿いに大量の雨を

降らせ，もっとも多いところでは、3 日間積算で 500 

mm 以上を確認した。図より，断水地域の流域の降

水量が高い様子がうかがえる。また，空知郡南富良

野町幾寅の確率降水を図 6 に示す。今回の台風 10

号によってもたらされた，平成 28 年 8 月 30 日に記

録した降水量は，過去40年間で最大のものであった。

さらには，上位 5 件のうち 4 件が 2000 年以降に生じ

ている。このように，過去に例を見ない降水が今後の

気候変動により増加する懸念があり，水道設備にお

ける気候変動対策の重要性をうかがわせた。 

 

E. 結論 

平成 28 年台風 10 号によって甚大な被害をうけ

た岩手県岩泉町の水道施設被害を視察し，同地の

水道設備が依存する，山間部の小さな河川の急激

な水位変化に伴う被害の大きさを確認した。また，

北海道地域での被害と降水の関係を，水源流域を

含めた形で可視化するとともに，今回被害をもた

らした降水が過去 40 年間に例を見ない豪雨であ

ったことがわかった。 

 

F. 健康危険情報 

 該当なし 

 

G. 研究発表 

1) 論文発表 

 該当なし 

 

2) 学会発表 

下ヶ橋雅樹，三浦尚之，平島邦人，佐野大輔，西

村修，秋葉道宏（2018）．平成 28 年台風 10 号

による東北・北海道での水道被害と降水特性．

第 52 回日本水環境学会年会；2018 年 3 月 15

～17 日，札幌．同講演集，p. 474. 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 (予定も含む。) 

1) 特許取得 

 該当なし 

 

2) 実用新案登録 

 該当なし 

 

3) その他 

 該当なし 

 

I. 参考文献 

[1] 猪子敬之介他（2017）水道協会雑誌 86(12), 

pp.15-23. 

[2] 水谷武司（2012）「自然災害の予測と対策」、朝

倉書店、東京．Pp. 135～138. 

 

J. 謝辞 
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岩泉町視察においては，岩泉市上下水道課の皆

様に資料のご提供ならびに被害現場のご案内を

いただきました。また，本研究の一部は，国立保

健医療科学平成 29 年度院水道工学研修の一部と

して実施しました。北海道地区の被害状況整理に

おいては，当研修の研修生であった札幌市水道局

平島邦人氏に情報収集および整理を行っていた

だきました。記して謝意を表します。 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「大規模災害および気候変動に伴う利水障害に対応した環境調和型 

水道システムの構築に関する研究」 

分担研究報告書 

 

研究課題：次世代シーケンサーによるろ過漏出障害原因微生物の給配水系での挙動 

 

  研究代表者 秋葉 道宏   国立保健医療科学院 統括研究官 

  研究分担者 藤本 尚志   東京農業大学応用生物科学部醸造科学科 教授 

  研究協力者 藤瀬 大輝  川崎市上下水道局水管理センター水道水質課 担当係長 

 

研究要旨 

これまで、浄水処理施設の生物障害であるろ過漏出障害原因微生物について水源から浄水

処理工程水にかけての挙動について調査し多くの知見が得られた。しかし、浄水場から送水

された給配水系統での挙動については、海外での事例についての文献はいくつか見られる

が、国内での事例報告は乏しい。そこで、次世代シーケンサーを用いたろ過漏出障害原因微

生物の同定技術を給水栓水に適用し、ろ過漏出原因微生物の給配水系での挙動を 1年間にわ

たり調査し、以下の知見が得られた。 

 門レベルの解析では、時期により比率が異なるが、Proteobacteria が高い割合を示した。

また、Cyanobacteria(植物プランクトンの葉緑体を含む)が一定割合検出されている。 

 門レベルの解析で優占した Proteobacteria 門について綱レベルの解析を行ったところ、

Alphaproteobacteria 綱(Rhizobiales 目)が優占した。 

給水栓水から検出された細菌の水道システム内の遷移を解析したところ、特徴的に沈澱池

で割合が増える細菌、ろ過池で割合が増える細菌などを見つけることができた。水道施設内

でそれぞれの細菌が局在し場所によって増減していることが示唆された。 

 

A. 研究目的 

浄水施設における生物障害を類別すると、

凝集沈殿障害、ろ過閉塞障害、漏出障害、異

臭味障害、その他の生物障害が挙げられる。

その中で、凝集沈殿障害および漏出障害の原

因の一つにピコプランクトンが関与してい

ると考えられていた。 

先の研究で、浄水場処理工程水の次世代シ

ーケンサーの解析結果から総リード数に占

めるピコプランクトンの割合は 10%程度で、

80-100%を従属栄養細菌が占めており、従属

栄養細菌の濁度へ影響が大きいことが示唆

された。また、これまで一般細菌や従属栄養

細菌と一括りに評価してきた細菌類につい

て、その細菌相は、水道システムの中で時期

や浄水処理工程で大きく変遷しており、種や

株によって浄水処理工程での除去性に違い

があることがわかった。1) 

しかしながら、浄水場から送水された給配

水系統でのこれらの挙動についての知見は

ほとんどなく、海外での事例についての文献

はいくつか見られるが、国内での事例報告は

乏しい。これらの調査には次世代シーケンサ

ーが有効なツールであると考えており、給配

水系で発生するバイオフィルムや再増殖を

引き起こす微生物について、水源から給水栓

までの水道システム全体から、発生メカニズ

ムを捉えることができると思われる。 

本研究は、次世代シーケンサーを用いたろ

過漏出原因微生物の同定技術を給水栓水に

適用し、ろ過漏出原因微生物の給配水系での

挙動を 1 年間にわたり実態調査を行い、給配

水系統の細菌相を評価し、国内での事例報告

とすることを目的とした。 

 

B. 研究方法 

1）採水地点および試料の採取 

採水地点は近傍の水質検査定点で、従属栄
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養細菌が検出されている、浄水場から遠く、

比較的夏場の残留塩素が低い、水質自動測定

装置が設置されている、という条件に合った

川崎市上下水道局京町ポンプ所水質自動測

定装置脇給水栓を選定した。 

試料の採取は、給水栓を開放し 5分間放流

後、100 L 採水した。採取期間は 2015 年 7

月から 2016 年 7 月までである。 

比較試料として、給水栓水採水と同日の浄

水場工程水（原水、沈殿処理水、ろ過水）を

採水し試料に供した。 

2）次世代シーケンサーによる群集構造解析 

試料は、孔径 0.2 µm のポリカーボネート

製メンブレンフィルターによりろ過、集菌し、

CTAB 法を用いてゲノムDNA の抽出を行った。

抽出試料は、真正細菌の 16S rRNA 遺伝子 V4

領域(超可変領域)を増幅させるプライマー

515F, 806R を用いて Tailed PCR を行い、

増幅産物を精製後、Illumina 社の MiSeq に

よるアンプリコンシーケンシングを行い、

QIIME を用いた解析を行った。 

 

C. 研究結果および D. 考察 

図 1 に遺伝子の増幅に成功した給水栓水

の2015年 7月から2016年 7月までの総リー

ド数に占める各門レベルの割合を示した。時

期により比率が異なるが、Proteobacteria

門が 77-99 %と高い存在割合を示した。また、

Cyanobacteria 門(植物プランクトンの葉緑

体を含む)が 0.1-5.7 %検出されており、濾

過漏出をしたピコプランクトンを含む植物

プランクトンが給水栓水に存在しているこ

とが示唆された。 

門 レ ベ ル の 解 析 で 優 占 し て い た

Proteobacteria 門について、綱レベルの解

析を行ったところ、Alphaproteobacteria 綱

(Rhizobiales 目)が 50-100 %を占め、優占し

ていた。 

給水栓水で検出された細菌について原水、

沈殿処理水、ろ過水給水栓水でそれぞれ総リ

ード数に対する割合の年間平均値を表に示

した。総じて原水での存在割合の大きい細菌

は、処理工程が進むにしたがって、割合が低

下している一方、沈澱池で割合が上昇する細

菌、ろ過池で割合が上昇する細菌、給水栓水

で割合が上昇する細菌も検出され、それぞれ

の施設で、特有の細菌が局在している可能性

が示唆された。 

 

E. 結論 

本研究より、給水栓水の細菌叢を網羅的に

解析（メタゲノム解析）することに成功した。 

調査した試料は、Proteobacteria門

Alphaproteobacteria綱（Rhizobiales目）が

優占しCyanobacteria門（真核藻類葉緑体を

含む）が10％程度存在した。 

ろ過水より給水栓水で高い比率占める細

菌が存在し再増殖、バイオフィルムの可能性

を示唆された他、特有の細菌が浄水施設毎に

局在している可能性が示唆された。 

ろ過漏出障害原因微生物の給配水系にお

ける挙動について知見が得られると共に、微

生物の再増殖の可能性を示唆する結果も得

られた。 

本手法を用いることで、水道システム全体

の細菌の動態を網羅的にとらえることがで

き、水道における微生物学的研究の様々な場

面に活用できると考えている。 

 

F. 健康危険情報 

該当なし 

 

G. 研究発表 

1) 論文発表 

該当なし 

2) 学会発表 

該当なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 (予定も含

む。) 

1) 特許取得 

 該当なし 

2) 実用新案登録 

 該当なし 

3) その他 

 該当なし 

 

I. 参考文献 

1) 藤本尚志，大西章博，鈴木昌治，藤瀬大

輝，岸田直裕，秋葉道宏．クローニング法お
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よび次世代シークエンサーによるろ過漏出

障害原因生物の評価．平成 28 年度全国会議 

（水道研究発表会）講演集 p.618 (2014) 
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厚生労働科学研究費補助金 (健康安全・危機管理対策総合研究事業) 

「大規模災害および気候変動に伴う利水障害に対応した環境調和型 

水道システムの構築に関する研究」 

分担研究報告書 

 

研究課題：大規模災害における感染症リスクとその管理 

 

研究代表者  秋葉道宏  国立保健医療科学院 統括研究官 

研究協力者  三浦尚之  国立保健医療科学院生活環境研究部 主任研究官 

研究分担者  下ヶ橋雅樹 国立保健医療科学院生活環境研究部 上席主任研究官 
 

研究要旨 

 台風やハリケーン等による洪水，及び津波等の大規模な自然災害時には，公衆衛生の基盤と

なる上下水道システムの機能が停止し，病原微生物によって汚染された飲用水や生活用水を利

用することにより感染症が発生するリスクがある。本分担研究では，世界で過去 15 年間に発生

した大規模災害に着目し，被災地における水系感染症及び蚊媒介感染症の発生状況や飲用水の

水質に関する情報を整理し，その管理に関する国際的な動向を調査した。2004 年 12 月のスマ

トラ島沖地震による津波後には，被災地において下痢症，コレラ，赤痢，チフス等の散発的な

発生が見られたが，大規模な流行には至らなかった。スリランカでは，政府が水系感染症の流

行対策として早期から塩素消毒された飲用水と衛生的な居住環境の供給を徹底したため，飲用

水は微生物学的に概ね良好な水質だった。2005 年 8 月に米国ルイジアナ州を襲ったハリケー

ン・カトリーナ後には，テキサス州ヒューストンの避難所において 1,169 人の感染性胃腸炎の

集団発生があり，患者便試料からはノロウイルスが検出された。2011 年 3 月の東北地方太平洋

沖地震後の福島県郡山市の避難所においても，ノロウイルスによる 212 人の感染性胃腸炎の集

団発生が見られた。大規模災害発生後に水系感染による胃腸炎の流行は確認されなかったが，

避難所において汚物や汚染物が適切に処理されなかったり，トイレが衛生的でなかったために，

集団発生が起こった可能性が指摘された。途上国においては，洪水や津波の発生後に創傷感染

による破傷風やレプトスピラ症の流行があり，傷口を洗浄し衛生的に保つためには，衛生的な

環境に加えて安全な水の供給が不可欠であると考えられた。また，国際的な動向として，SDGs

のターゲットや気候変動を考慮した WSPs 策定ガイダンスにおいて，災害時の感染症対策につ

いて言及されていた。 

 

A. 研究目的 

 台風やハリケーン等に伴う集中豪雨による洪

水や土石流，及び地震や津波等の大規模災害時に

は，上下水道システムが機能を失い，安全な水の

供給や衛生的な環境の維持が困難な状況が生じ

る。その結果，不衛生な水を直接または間接的に

摂取することによる下痢症等の水系感染症や水

溜まりで蚊が大量に発生することによるマラリ

アやデング熱等の蚊媒介性感染症のリスクが高

まる。また，避難所においては，避難者が密集す

ることにより衛生的な生活が制限され，下痢症や

呼吸器感染症の集団発生が起こることが問題と

して指摘されている。 

 洪水は，世界で最も頻繁に見られ，近年気候変

動との関連も指摘されている自然災害であり 1)，

我が国においても平成 26 年 8 月豪雨，平成 27 年

9 月関東・東北豪雨，平成 28 年台風 10 号，及び

平成 29 年 7 月九州北部豪雨により毎年のように

発生している。グローバル化がますます進み，ま

た IT の発達に伴い交通と物流がさらに高速化し

た現代社会においては，人と物と共に病原体も海

外とを往来するため，国際的に感染が拡大しやす

い状況にある。2014 年 8 月に代々木公園で蚊に刺

されたことによりデング熱患者が発生し，最終的
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に都内で 108 人の患者が報告されるに至ったこと

は記憶に新しいところである 2)。また，2015〜2016

年には，デングウイルスと同様にヤブカ属の蚊に

よって媒介されるジカウイルスによる感染症が

中南米諸国を中心に流行し 3)，日本への輸入症例

も確認された 4)。また，病原体は，感染していて

も症状のない不顕性感染者によっても国内に移

入するリスクがあることが知られている。 

 国内では流行していない感染症の病原体が移

入するリスクがある中，近年頻発している極端な

気象状況による災害時には，安全な水や衛生的な

環境へのアクセスが制限されるために下痢症を

はじめとする水系感染症や蚊媒介感染症のリス

クが高まることが懸念される。しかしながら，近

年国内外において発生した大規模災害後に被災

地における水系感染症や蚊媒介感染症の流行状

況をまとめた報告は非常に限られている 1)。以上

のような背景のもと，本分担研究では，世界で過

去 15 年間に発生した大規模災害に着目し，被災

地における水系感染症及び蚊媒介感染症の発生

状況や飲用水の水質に関する情報を整理するこ

ととした。さらに，大規模災害時の感染リスク管

理に関する国際的な動向を調査した。 

 

B. 結果 

１．スマトラ島沖地震による津波後の感染症発生

状況 

 2004 年 12 月 26 日，インドネシア西部スマトラ

島北西沖のインド洋でマグニチュード 9.1 の地震

が発生したことにより，平均で高さ 10 m の津波

がインド洋沿岸に押し寄せ，スリランカ，インド，

インドネシア，タイ，マレーシア，ミャンマー，

モルディブ，東アフリカ諸国を含めた 14 カ国に

おいて，およそ 23 万人の死者・行方不明者が発

生した 5)。 

 菅又ら（2007）は，津波の被害が最も甚大だっ

たスマトラ島のアチェ州において 2005 年 1 月に，

はしか，破傷風，コレラの患者が発生したこと，

及び 2 月には風邪や発熱等の内科疾患が増加した

ことを報告した 6)。Muriuki ら（2012）はマラリア

の罹患率を調査し，アチェ州の罹患率がインドネ

シア全体の平均よりも高かったことを明らかに

した 7)。津波後には，広範囲に塩分を含んだ水溜

まりでき蚊が繁殖しやすくなること，および蚊が

大発生している真っただ中に多くのマラリア感

染者が避難のために移動し，非感染者の側に近づ

くことにより，マラリアが流行するリスクが高ま

ることが指摘されている 8)。 

 青柳ら（2006）は，スマトラ島沖地震発生から

およそ２ヶ月半後にスリランカ南部の津波被災

地において，飲用の給水タンク水と井戸水の微生

物汚染およびトイレの設置・管理状況等の衛生状

況を調査した 9)。給水タンク，簡易浄水器，及び

ボトルの水試料（N=6）は，2 試料で一般細菌陽

性であったが，大腸菌群は検出されず，ほとんど

が飲用に適していた。一方で，調査した全ての井

戸水試料（N=4）からは，糞便汚染の指標となる

大腸菌群または大腸菌が検出された。津波被災地

においては，衛生環境の悪化からコレラ，赤痢，

チフス等の重篤な感染症の流行が懸念されたた

め，スリランカ政府はその対策として早期から塩

素消毒された飲用水と衛生的な居住環境の供給

を徹底した。その結果，下痢症を始めとする感染

症の流行は抑制されたと報告した 9)。 

 

２．ハリケーン・カトリーナ後の避難所における

感染性胃腸炎の流行 

 ハリケーン・カトリーナは，2005 年 8 月 25 日

にフロリダ半島に上陸し，その後 8 月 29 日にル

イジアナ州に再上陸した。その際，テキサス州ヒ

ューストンに 24 万人が避難したと推計されてい

る。8 月 31 日には，24,000 人が Reliant 公園の避

難所に避難していた。米国疾病予防管理センター

（CDC）の報告によると，Reliant 公園の内科診療

所において，9 月 2 日に下痢と嘔吐を伴う感染性

胃腸炎患者の増加が認められ，9 月 12 日までの期

間に受診した 6,500 人のうち，1,169 人（18%）が

感染性胃腸炎症状を訴えた 10)。44 人の患者便のう

ち，22 検体（50%）からノロウイルスが検出され

た。 

 ルイジアナ州では，9 月 8 日から 25 日までの期

間に，皮膚感染症が 640 例，急性呼吸器感染症が

505 例，下痢症が 146 例発生した 11)。また，テキ

サス州ダラスでは，メチシリン耐性黄色ブドウ球

菌（MRSA）による皮膚感染がおよそ 30 例報告さ

れ た 12) 。 ま た ， Vibrio vulnificus 及 び V. 

parahaemolyticus による創傷感染が 24 例発生し，

そのうち 6 例が死亡した。 
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３．台風 Ketsana によるマニラ首都圏におけるレ

プトスピラ症の流行 

 台風 Ketsana は，2009 年 9 月 26 日にフィリピ

ンのルソン島を横断し，集中豪雨をもたらした。

マニラ首都圏では 8 割近くが冠水し，約 2 ヶ月半

後も水が引くことなく冠水が続いたため 13)，被災

者は汚染された環境水が居住環境の側に存在す

る状態で長期間生活することを余儀なくされた
14)。マニラ首都圏においては，病原性レプトスピ

ラに汚染された水や土壌を介して伝播する人獣

共通細菌感染症のレプトスピラ症が流行し，2009

年 10 月 1 日から 11 月 19 日の期間に 2,299 名が発

症し，178 名が死亡した 13, 14)。沼澤ら（2011）は，

2009 年 10 月，11 月，及び 12 月に洪水試料及び

河川水試料を採取し（N=37），リアルタイム PCR

法を用いて 34 試料から病原性レプトスピラ遺伝

子を検出した 14)。クローニング・シーケンシング

の結果，陽性試料の中には 3 種の病原性レプトス

ピラ（L. wolffii, L. licerasiae, L. kmetyi）が含まれて

いたことを報告した。 

 

４．東北地方太平洋沖地震による東日本大震災後

の避難所における嘔吐・下痢症の流行 

 2011 年 3 月 11 日に三陸沖の太平洋でマグニチ

ュード 9.0 の地震が発生し，岩手県，宮城県，福

島県では高さが 4〜9 m 以上の津波が押し寄せ，

沿岸部や平野部で甚大な被害を出した。警視庁に

よると，2018 年 3 月現在で，15,895 人の死者，2,539

人の行方不明者が発生した 15)。 

 関谷ら（2011）によると，2011 年 4 月 7 日以降

に福島県郡山市の避難所において，嘔吐，下痢の

症状を呈した患者が増加し，3 名の便検体からノ

ロウイルス GII.4 が検出された 16)。2011 年 3 月 25

日以降に嘔吐または 1 回以上の下痢の症状があり

救護所を受診し，かつ整腸薬等を処方された者は，

計 212 例あったと報告した。集団発生後には，感

染拡大防止を目的とした手指の衛生と環境の清

掃・消毒が徹底され，4 月 20 日には終息した。 

 郡山市の避難所においては，インフルエンザの

散発的な発生が 7 例報告されたが，早期対応によ

り感染拡大には至らなかった 17)。その後，福島県

の県南地域においては，5 月に約 30 名の急性呼吸

器感染症集団発生事例，7～8 月には計 23 名の急

性呼吸器感染症が報告された 18)。茨城県において

は，インフルエンザ様疾患及び急性下痢症の散発

的な発生が見られたが，集団発生には至らなかっ

た 19)。 

 

５．タイ洪水による感染症の発生 

 タイでは，2011 年 6 月から 9 月まで雨季と台風

により平年の 1.2～1.8 倍の大雨を記録した 20)。そ

の結果，7 月末から 3 ヶ月以上に渡ってタイ 

北部や中部地方のチャオプラヤー川流域におい

て大洪水が発生し，1,360 万人の生活に影響が生

じ，851 人が犠牲になった。UN はデング熱等の

蚊媒介性感染症の予防に殺虫剤処理した蚊帳を 2

万個配布し 21)，UNICEF は感染性疾患の流行対策

として 3 万個の衛生用品を配布した 22)。 

 山川ら（2012）は，2011 年 11 月下旬にタイ中

央部のノンタブリー県及びパトゥンタニー県に

おいて実施された医療支援活動に訪れた患者に

多く見られた健康問題を調査し，筋・関節痛，慢

性疾患，及び急性呼吸器感染症（上気道・下気道

を含む）が高い割合だったことを報告した 23)。そ

の中で，学校に避難していた患者における急性呼

吸器感染症の有病割合が他の避難所（寺や集団用

テント）よりも高く，その要因の一つとして，学

校が他の避難所と比較して人が密集し閉鎖的な

空間だった可能性を指摘した。WHO・タイ保健

省・米国 CDC 共同センターによっても，被災者

に急性呼吸器感染症，結膜炎，下痢症等が見られ

たことが報告されたが 23)，それらの感染症の流行

に関する報告はなかった。 

 

６．スマトラ島沖地震以前の大規模災害における

感染症流行状況 

 國井は，大規模な地震による津波発生後の感染

症流行状況を調査し，1964年3月のアラスカ地震，

1964 年 4 月のアリューシャン地震（米国），1993

年 7 月の北海道南西沖地震（奥尻島地震），及び

1998 年 7 月パプア・ニューギニア地震の津波発生

後に，被災地において下痢症，マラリア等の感染

症が流行した事実はないと報告した 24)。また，菅

又ら（2007）は，1995 年 1 月の兵庫県南部地震に

よる阪神・淡路大震災においても，感染症の流行

はなかったと報告した 6)。避難所において，イン

フルエンザウイルスの感染が確認された場合に
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のみ避難者にワクチンの接種を行う等，地震発生

の翌日から感染症の原因微生物を特定して治療

や予防対策が実施されたことが奏功したと考察

した 6)。さらに，1999 年 8 月のイズミット地震（ト

ルコ），2003 年 9 月の平成 15 年十勝沖地震，2004

年 10 月の新潟県中越地震においても，感染症の

流行はなかったと報告した 6)。 

 

７．災害時感染症対策の世界的動向 

 国連の「持続可能な開発のための 2030 アジェ

ンダ」における「持続可能な開発目標」（SDGs）

は，今後の国際社会の動向を決定する世界的な取

り組みの一つである。災害時の感染症対策の視点

からは，そのターゲット 11.5 に示された，水に関

連する災害による死者や被災者数の大幅な削減

が例として挙げられる。その他，極端な気象状況

等への脆弱性の低減を示したターゲット 1.5 や，

気候関連災害や自然災害に対する強靭性及び適

応性の強化を謳ったターゲット 13.1 もその例と

言える。これらのターゲットはいずれもその指標

として，10 万人当たりの災害による死者数，行方

不明者数，直接的負傷者数を挙げている。 

 一方，WHO の推進する水安全計画（WSPs）は，

水道システムにおける危害評価と危害管理を行

い，安全な水の供給を確実にするためのリスクマ

ネジメント手法であり，ここ 10 年間でその導入

が急速に進んでいる 25)。特に気候変動に対しては，

2017 年に WHO より，WSPs における気候変動の

水質・水量に与えるリスクの特定・管理を目的と

したガイダンスが出された 26)。このガイダンスで

は，豪雨と感染症の因果経路として，衛生的な水

の不足，洪水による水衛生設備の損壊，適切に機

能していない下水道からのオーバーフロー等が

挙げられている。また，災害に対する脆弱性は地

域ごとに評価すべきであることや，その際に歴史

的な記録を参照することに加え，将来の気候変動

データを用いたモデルシミュレーション 27)の必

要性も示されている。そもそも本ガイダンスは，

WHO/IWA の水安全計画マニュアル 28)に記載され

ている WSP モジュールと整合しており，WSP プ

ロセスに気候変動を組み込む具体的手順が，各モ

ジュールごとに示されている。例えば，ハザード

の特定とリスクアセスメントにおいては，クリプ

トスポリジウム等の病原体が，降水強度の増加に

伴って表層土壌粒子とともに高い濃度で水源に

混入すること，さらにそれが長期間の乾燥や山火

事で助長されることが，例示されている。他方，

普段使用している，すなわち長年にわたって水源

とはタイプの異なる代替水源を使用する場合の

専門知識の欠如も問題として挙げられていた。こ

れは気候変動に伴う水不足が生じた場合の留意

事項として示されているが，災害時の留意事項と

しても重要であろう。 

 

C. 結論 

 本研究では，世界で過去 15 年間に発生した大

規模災害として，スマトラ島沖地震（2004 年 12

月），ハリケーン・カトリーナ（2005 年 8 月），台

風 Ketsana（2009 年 9 月），東北地方太平洋沖地震

（2011 年 3 月），及びタイ洪水（2011 年 6 月）に

おける水系感染症及び蚊媒介性感染症の流行状

況を調査した。その結果，スマトラ島沖地震によ

る津波後にはアチェ州においてマラリアの流行

が，ハリケーン・カトリーナ及び東北地方太平洋

沖地震後には避難所においてノロウイルスによ

る感染性胃腸炎の流行が確認された。途上国の被

災地においては，下痢症，コレラ，赤痢，チフス

等の発生が見られたが，大規模な流行には至らな

かった。一方で，津波や洪水の発生後に創傷感染

による破傷風やレプトスピラ症の流行があり，傷

口を洗浄し衛生的に保つためには，衛生的な環境

に加えて安全な水の供給が不可欠であると考え

られた。また，国際的な動向として，SDGs のタ

ーゲットや気候変動を考慮した WSPs 策定ガイダ

ンスにおいて，災害時における感染症対策に関す

る言及が見られた。 

 近年，梅雨前線に伴う集中豪雨の頻発や真夏日

の記録更新等，極端な気象状況が顕在化している。

例えば東京の 2017 年 7 月の最高気温（31.8℃）お

よび最低気温（24.0℃）は，同時期の東南アジア

諸国の都市とほとんど差がない状況である。また，

2017 年の訪日外客数は，5 年前の 3.4 倍に増え，

28,691,073 人である 29)。今後も上述したような極

端現象が起きやすくなることが指摘されている

だけでなく，2020 年東京オリンピック・パラリン

ピック競技大会に向けて訪日外客数がさらに増

加すると考えられることから，大規模災害に対し

て強靱な上下水道システムを整備することが重
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要である。 

 

D. 健康危険情報 

該当なし 

 

E. 研究発表 

1) 論文発表 

該当なし 
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該当なし 
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